
様式Ｃ 
   

 箇所名：小国沢大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：青森県平川市小国  
  ２）箇所名：小国沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：4.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：降雨等により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、土砂・

洪水氾濫等による国道454号等への被害を軽減する。  
  ２）必要性：当渓流は、今後の豪雨等には、土石流等が約16戸の家屋等に氾濫するおそ

れがある。想定氾濫区域内には国道454号（第二次緊急輸送道路）等の交
通網などが存在し、被災時には甚大な被害が予想され、地域生活等や経済
への影響が懸念される。このことから早期の土砂災害防止対策が必要であ
る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 14億円 5.3億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：14億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 
 

【主な根拠】 想定氾濫面積：4.0ha 

 人家：16戸 

 国道：360m 

 市道：910m    等 

 

   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：目倉石沢大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：青森県青森市浪岡細野  
  ２）箇所名：目倉石沢  
  ３）諸 元：堆積工、砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：3.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：降雨等により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、土砂・

洪水氾濫等による市道目倉石線等への被害を軽減する。  
  ２）必要性：当渓流は、今後の豪雨等には、土石流等が約26戸の家屋等に氾濫するおそ

れがある。想定氾濫区域内には市道目倉石線（避難路）等の交通網などが
存在し、被災時には甚大な被害が予想され、地域生活等や経済への影響が
懸念される。このことから早期の土砂災害防止対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 22億円 9.2億円 2.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：22億円 

       残存価値  ：0.3億円 
 

 
 

【主な根拠】 想定氾濫面積：52.8ha 

 人家：26戸 

 市道：640m    等 

 

   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある 
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様式Ｃ 
    

 箇所名：天神の沢(４)大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岩手県釜石市  
  ２）箇所名：天神の沢(４)  
  ３）諸 元：砂防堰堤 ２基、渓流保全工  
 ４）総事業費：7.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防施設を整備し、土砂・洪水氾濫等による下流への被害を軽減する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫等からの被害について、事業実施により人家

165戸、釜石市役所新庁舎建設予定地、国道45号及び要配慮者利用施設等を保全す

る。本渓流は、渓岸浸食が進行し、渓床に不安定土砂が堆積しており、土石流等が

発生した際には、保全対象への被害、地域生活等および経済への影響が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 148億円 7.4億円 20.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：148億円 

       残存価値  ：0.52億円 
 

 【主な根拠】 人家：165戸    
 重要公共施設：釜石市役所新庁舎建設予定地  
 国道45号  
 市道        等  
 
４．検討 
  以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
  令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元から早期着手、早期整備に対する要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：尾崎白浜の沢(３)大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岩手県釜石市  
  ２）箇所名：尾崎白浜の沢(３)  
  ３）諸 元：砂防堰堤 ２基  
 ４）総事業費：4.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防施設を整備し、土砂・洪水氾濫等による下流への被害を軽減する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫等からの被害について、事業実施により人家

59戸、市道及び公共施設（簡易郵便局）等を保全する。本渓流は、崩壊地や渓床及

び渓岸の浸食等により荒廃しており、土石流等が発生した際には、保全対象への被

害が懸念され、地域生活等や経済への影響が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 49億円 4.8億円 10.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：48億円 

       残存価値  ：0.33億円 
 

 【主な根拠】 人家：59戸    
 市道     等  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
  令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元から早期着手、早期整備に対する要望がある。 
 



様式Ｃ 
    

 箇所名：赤前上の沢(２)大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岩手県宮古市  
  ２）箇所名：赤前上の沢(２)  
  ３）諸 元：渓流保全工L=815ｍ、床固工15基  
 ４）総事業費：6.8億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防施設を整備し、土砂・洪水氾濫等による下流への被害を軽減する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫等からの被害について、事業実施により人家

26戸、市道等を保全する。本渓流は、既設堰堤下流の渓岸が浸食等により荒廃して

おり、土石流等が発生した際には、保全対象への被害が懸念され、地域生活等や経

済への影響が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 13億円 6.1億円 2.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：12億円 

       残存価値  ：0.82億円 
 

 【主な根拠】 人家：26戸    
 市道        等  
   
   
 
４．検討 
  以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
  令和２年度に着手予定 
 
 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：織機川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山形県南陽市  
  ２）箇所名：織機川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、床固工、遊砂工  
 ４）総事業費：１３億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：砂防施設を施工し、土砂・洪水氾濫等による人命及び資産等への被害を 

軽減する。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成２５年度に土砂災害が発生しており、地元から土砂災害に対する

懸念が大きく、保全を求める要望が多い。土砂・洪水氾濫等より、人家や県道米沢

南陽白鷹線への被害、地域生活等および経済への影響が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６８億円 １２億円 ５．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６７．５億円 

       残存価値  ： ０．５億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：５６．３ha 

 人家：２６５戸   
 

 重要公共施設：３施設  
 県道：６５９m         等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：日向川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山形県酒田市  
  ２）箇所名：日向川  
  ３）諸 元：床固工、遊砂工  
 ４）総事業費：５．４億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防施設を施工し、土砂・洪水氾濫等による人命及び資産等への被害を 

軽減する。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、火山噴出物による土砂堆積がみられることにより、地元から土砂災害

に対する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。土砂・洪水氾濫等より、人家や

県道升田観音寺線への被害、地域生活等および経済への影響が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６９億円 １７億円 ４．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６８．６億円 

       残存価値  ： ０．４億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：３，７４０ha 

 人家：１０４戸   
 

 重要公共施設：２施設  
 県道：１，４００m       等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   



様式Ｃ 
   

 箇所名：蔵王川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山形県上山市  
  ２）箇所名：蔵王川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、床固工、遊砂工  
 ４）総事業費：５．４億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：砂防施設を施工し、土砂・洪水氾濫等による人命及び資産等への被害を

    軽減する。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、火山噴出物による土砂堆積がみられることにより、地元から土砂災害

に対する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。土砂・洪水氾濫等より、人家や

県道白石上山線への被害、地域生活等および経済への影響が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １３３億円 ５９億円 ２．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１３１．６億円 

       残存価値  ：  ０．９億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：３，９５０ha 

 人家：２５２戸   
 

 重要公共施設：３施設  
 県道：１，４４０m       等  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
   

 箇所名：槙の代大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山形県鶴岡市  
  ２）箇所名：槙の代  
  ３）諸 元：地すべり対策工（排土工、法面工）  
 ４）総事業費：５．０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する。  
  ２）必要性： 

・ 当該地域は、平成３１年２月の融雪により、地すべりブロック内の斜面が崩落し、

周辺農地及び河川への土砂流出被害が発生した。斜面崩落土砂は地すべりブロック

上部に堆積しており、今後の降雨や融雪等による地すべり活動の活発化や土砂流出

被害の拡大の恐れが高まっていることから、早急な地すべり対策が必要となってお

り、地元からの土砂災害対策に対する要望が多い。今後、地すべりによって河道閉

塞にした場合、人家の湛水被害や県道の寸断による地域生活等や経済への影響が懸

念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ４.５億円 ４.２億円 １.１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：４.４億円 

       残存価値  ：０.１億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：２５ha 

       湛水被害人家：３８戸   
 

 県道：１，０００m  
 河川構造物：２００m  等  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：叶津川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福島県南会津郡只見町  
  ２）箇所名：叶津川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工（嵩上げ）  
 ４）総事業費：９．３億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：既設砂防堰堤の嵩上げを施工し、人命及び資産等を保全する。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成２３年度新潟福島豪雨により多量の土砂が河道に堆積し、次期降

雨により土石流が発生し、下流の人家や避難路である国道２８９号への被害、地域

生活等および経済への影響が懸念されるため、道路事業と連携し対策を実施する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２１億円 １１億円 １．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２０．１億円 

       残存価値  ： ０．９億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：２０ｈａ  
         人家：３５戸  
         国道：３．５ｋｍ   等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   平成２３年新潟福島豪雨において土砂流出が発生しており、早期整備に強い要望が

ある。 



様式Ｃ 
   
 箇所名：田尻沢大規模特定砂防等事業 
   
１．事業の概要  
  １）位  置：茨城県日立市田尻町  
  ２）箇所名：田尻沢  
  ３）諸 元：堰堤工 N=5 基，渓流保全工 4,710m  
 ４）総事業費：８．８億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：下流の人家及び市道等を保全し，地域の安全性の向上を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は，流域内に多量な不安定土砂や倒木が堆積しており，集中豪雨等で土

石流等が発生した場合，下流の 25 戸の家屋や市道等への被害、地域生活等および

経済への影響が懸念される。 
 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １８億円 ７．１億円 ２．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１７億円 

       残存価値  ： ０．５４億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：124ha  
 人家：２５戸  

 市道：525m  

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上，採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 堰堤工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手，早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：大塚地区大規模特定砂防等事業 
   
１．事業の概要  
  １）位  置：茨城県常陸大宮市諸沢  
  ２）箇所名：大塚地区  
  ３）諸 元：アンカー工、横ボーリング工  
 ４）総事業費：１.０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり対策施設を施工し、人命及び資産等を保全する。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、道路や住宅の擁壁にクラックが発生しており、地元から土砂災害に

対する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりの活発化により、人家

や避難路である県道への被害、地域生活や経済への影響が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １１億円 ４．２億円 ２．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１１億円  

 【主な根拠】 人家：２０戸    
 県道：740m  

 市道：2472m  

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

20 2 - - - - H15 - - - - - やや明瞭 部分的 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：河又関根-1事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県芳賀郡茂木町河又関根  
  ２）箇所名：河又関根-1  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、地域防災計画の一時避難場所に指定されている関根公民館
や、県道山内上境線が存在し、土石流発生時には甚大な被害が想定される。このこ
とから道路事業と連携し、早期の砂防堰堤整備が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 11億円 1.9億円 5.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：11戸    
 重要公共施設：1施設  
 県道：266m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：付木沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県鹿沼市中粟野  
  ２）箇所名：付木沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：3.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽 
   減を図る。  
  ２）必要性： 

・被害想定区域内には、日渡路公民館や、県道草久粟野線が存在し、土石流発生時
には甚大な被害が想定される。このことから道路事業と連携し、早期の砂防堰堤整
備が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 15億円 2.8億円 5.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：15億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：18戸    
 重要公共施設：1施設  
 県道：255m  
 市道：335m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：新谷沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県日光市東小来川  
  ２）箇所名：新谷沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、東小来川公民館や消防団詰所、県道鹿沼日光線（緊急輸送
道路）が存在し、土石流発生時には甚大な被害が想定される。このことから道路事
業と連携し早期の砂防堰堤整備が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 11億円 1.9億円 5.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：9戸    
 重要公共施設：2施設  
 県道：355m  
 市道：280m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：西耕地一号沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県栃木市岩舟町小野寺  
  ２）箇所名：西耕地一号沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、西耕地公民館や県道栃木佐野線が存在し、土石流発生時に
は甚大な被害が想定される。このことから道路事業と連携し、早期の砂防堰堤整備
が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 18億円 1.9億円 9.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：18億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：20戸    
 重要公共施設：1施設  
 県道：330m  
 市道：1,300m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：田町一号沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県大田原市黒羽田町  
  ２）箇所名：田町一号沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.9億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、黒羽土地改良区や大田原市森林組合、県道那須黒羽茂木線
が存在し、土石流発生時には甚大な被害が想定される。このことから道路事業と連
携し、早期の砂防堰堤整備が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 63億円 1.9億円 33.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：63億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：33戸    
 重要公共施設：2施設  
 県道：180m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：田町二号沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県大田原市黒羽田町  
  ２）箇所名：田町二号沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：2.2億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、黒羽土地改良区や大田原市森林組合、県道那須黒羽茂木線
が存在し、土石流発生時には甚大な被害が想定される。このことから道路事業と連
携し早期の砂防堰堤整備が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 70億円 2.1億円 33.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：70億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：44戸    
 重要公共施設：2施設  
 県道：200m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

44 3 - - - - - - - - 不良 不良 10.0 未整備 - -
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様式Ｃ 
   

 箇所名：山中沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県那須郡那須町寄居  
  ２）箇所名：山中沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：1.8億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、寄居上郷地区集落センターや国道294号（緊急輸送道路）が
存在し、土石流発生時には甚大な被害が想定される。このことから道路事業と連携
し早期の砂防堰堤整備が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 6.1億円 1.8億円 3.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：6.0億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：4戸    
 重要公共施設：1施設  
 国道：197m  
 町道：115m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：馬場沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県足利市松田町  
  ２）箇所名：馬場沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：2.1億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、松田町駐在所や県道松田葉鹿線が存在し、土石流発生時に
は甚大な被害が想定される。このことから道路事業と連携し早期の砂防堰堤整備が
必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 21億円 2.0億円 10.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：21億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：30戸    
 重要公共施設：1施設  
 県道：164m  
 市道：153m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：藤倉沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県佐野市仙波町  
  ２）箇所名：藤倉沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：1.9億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・被害想定区域内には、上仙波公民館や県道仙波葛生線が存在し、土石流発生時に
は甚大な被害が想定される。このことから道路事業と連携し早期の砂防堰堤整備が
必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 6.2億円 1.8億円 3.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：6.1億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：3戸    
 重要公共施設：1施設  
 県道：145m  
 市道：40m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

3 3 - - - - - - - - 不良 不良 9.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：神谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県足利市小俣町  
  ２）箇所名：神谷  
  ３）諸 元：待受式防護柵工  
 ４）総事業費：4.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、斜面に転石があり、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全
を求める要望が多い。急傾斜地の崩壊により、人家や県道名草小俣線、足利市ふる
さと学習資料館等に著しい被害を及ぼすおそれがあるため、道路事業と連携し早急
な対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 5.1億円 3.7億円 1.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：5.1億円 

       残存価値  ：0.0億円 
 

 【主な根拠】 人家：12戸    
 重要公共施設：1施設  
 県道：262m  
 市道：90m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 

12 3 - 有 - - - - - - 42 37 谷地形 明瞭 - 崩積土 降水時
生育状況が
不良

-
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
遷急線

オーバーハ
ングの有無

災害情報の提
供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

地盤の状況 湧水の有無 植生の状況避難の実績 斜面の高さ
斜面の平均
勾配

斜面
形状



様式Ｃ 
   
 箇所名：房坂川事業間連携砂防等事業 
   

 
１．事業の概要  
  １）位  置：群馬県高崎市上里見町  
  ２）箇所名：房坂川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工 
 
 ４）総事業費：2.7 億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

砂防施設を施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土砂災害警戒区域に指定されており、降雨に伴い土石流が発生した

場合、最大 18 ㏊、約 29 戸の家屋が被災する恐れがある。また、被害が想定され

る区域内には、緊急輸送道路に位置づけられている県道落合上里見線等が存在し、

被災時には甚大な被害が予想される。このことから道路事業と連携し、早期に対

策施設を整備する必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 23 億円 3.9 億円 5.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：23億円 

       残存価値  ：0.23 億円 
 

 【主な根拠】 人家：29戸    
         県道：400m  

 市道：1810m  

   

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

29 2 - - - - - - - - 不良 不良 9.4 低い - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：下モ地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：埼玉県ときがわ町  
  ２）箇所名：下モ  
  ３）諸 元：集水ボーリング工、集水井工、水路工、擁壁工  
 ４）総事業費：２．８億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

地すべり防止対策の実施により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は地すべりにより道路や河川護岸ブロック、一般住宅のコンクリートなど

多くの亀裂が生じるなど顕著な兆候が現れており、近年は降雨量の増大により移動

量の活発化も懸念されている。また、一級河川都幾川の河道閉塞等により、人家や

公共施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３４億円 ４．８億円 ７．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３４億円 

       残存価値  ：０．０３億円 
 

 【主な根拠】 人家：３２戸    
 重要公共施設：１施設  
 県道：１，３００m  
 町道：１，１３５m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

32 3 - 有 600 一級水系 - - - - - - 明瞭 部分的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制



様式Ｃ 
   

 箇所名：上の山地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：埼玉県東秩父村  
  ２）箇所名：上の山  
  ３）諸 元：集水ボーリング工、集水井工、水路工、擁壁工、抑止杭工  
 ４）総事業費：４．８億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

 地すべり防止対策の実施により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は地すべりにより道路や河川護岸ブロック、一般住宅のコンクリートなど

多くの亀裂が生じるなど顕著な兆候が現れており、近年は降雨量の増大により移動

量の活発化も懸念されている。また、一級河川槻川の河道閉塞等により、人家や公

共施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２０億円 ５．８億円 ３．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２０億円 

       残存価値  ：０．０３億円 
 

 【主な根拠】 人家：１１戸    
 重要公共施設：２施設  
 村道：４６６m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

11 3 - 有 630 一級水系 - - - - - - 明瞭 部分的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制



様式Ｃ 
   

 箇所名：金崎地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：埼玉県皆野町  
  ２）箇所名：金崎  
  ３）諸 元：集水ボーリング工、集水井工、水路工、護岸工  
 ４）総事業費：１１億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

地すべり防止対策の実施により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は地すべりにより道路や河川護岸ブロック、一般住宅のコンクリートなど

多くの亀裂が生じるなど顕著な兆候が現れており、近年は降雨量の増大により移動

量の活発化も懸念されている。また、一級河川荒川の河道閉塞等により、人家や公

共施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １３６億円 ２５億円 ５．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１３６億円 

       残存価値  ：０．０４億円 
 

 【主な根拠】 人家：３１戸    
 重要公共施設：３施設  
 県道：１００m  
 町道：１，１６０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

31 5 一般 有 6,200 一級水系 - - - - - - 明瞭 部分的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制



様式Ｃ 
   

 箇所名：桜ヶ谷地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：埼玉県皆野町  
  ２）箇所名：桜ヶ谷  
  ３）諸 元：集水ボーリング工、集水井工、水路工、法枠工  
 ４）総事業費：６．５億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

 地すべり防止対策の実施により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への 
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は地すべりにより道路や河川護岸ブロック、一般住宅のコンクリートなど

多くの亀裂が生じるなど顕著な兆候が現れており、近年は降雨量の増大により移動

量の活発化も懸念されている。また、一級河川赤平川の河道閉塞等により、人家や

公共施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５３億円 １４億円 ３．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：５３億円 

       残存価値  ：０．０３億円 
 

 【主な根拠】 人家：３５戸    
 重要公共施設：１施設  
 県道：７６３m  
 町道：２，０６９m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

35 3 - 有 1,600 一級水系 - - - - - - 明瞭 部分的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制



様式Ｃ 
   

 箇所名：白狐川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：千葉県富津市竹岡外  
  ２）箇所名：白狐川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

対策施設の整備により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・本河川は、渓岸浸食、渓岸崩壊が進行しており、地元から土砂災害に対する懸念が

大きく、保全を求める要望が多い。土砂・洪水氾濫等により、人家61戸や竹岡小学

校、緊急輸送道路である国道127号、ＪＲ内房線への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 61億円 32億円 1.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：61億円 

       残存価値  ：0.36億円 
 

 【主な根拠】 人家：61戸    
 重要公共施設：1施設  
 国道：300m  
 鉄道：330m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

61 3 - 有 - - - - - - 不良 - - 低い - - -
協力が得ら
れる

有

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所
避難路

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度

植生の
状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

ふっつしたけおか 

びゃっこがわ 



様式Ｃ 
   

 箇所名：佐久間森地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：千葉県鴨川市金束  
  ２）箇所名：佐久間森  
  ３）諸 元：集水ボーリング工、杭工  
 ４）総事業費：2.8億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

地すべり防止区域佐久間森において、地すべり対策を実施し人命及び資産等を保全
 し、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、本県における地すべり地が集中する峰岡隆起帯に位置する。地すべり

防止区域内の対策箇所には、保全対象として人家21戸、県道鴨川保田線などが存在

し、地すべりにより交通が分断された場合は、地域防災や生活、経済に与える影響

は極めて大きいことから、早期の対策事業が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 29億円 3.9億円 7.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：29億円 

       残存価値  ：0.14億円 
 

 【主な根拠】 人家：21戸    
 県道：825m  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

21 1 - 有 - - - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

関連事業の有
無

地域の協力体制
災害情報の提

供

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

危険箇所情
報等の公表
の有無

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所
避難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生の危険度

保全人家戸
数

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

かもがわしこづか 

さくまもり 



様式Ｃ 
   

 箇所名：貝渚事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：千葉県鴨川市貝渚  
  ２）箇所名：貝渚  
  ３）諸 元：集水ボーリング工、杭工  
 ４）総事業費：1.2億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

地すべり防止区域貝渚において、地すべり対策を実施し人命及び資産等を保全し、
 地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、本県における地すべり地が集中する峰岡隆起帯に位置する。地すべり

防止区域内の対策箇所には、保全対象として人家82戸、県道浜波太港線（緊急輸送

路）などが存在し、地すべりにより交通が分断された場合は、地域防災や生活、経

済に与える影響は極めて大きいことから、道路事業と連携し、早期の対策事業が必

要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.6億円 1.7億円 5.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：8.6億円 

       残存価値  ：0.00億円 
 

 【主な根拠】 人家：82戸  
 県道：280m  
   
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

82 1 - - - - - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

関連事業の有
無

地域の協力体制
災害情報の提

供

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

危険箇所情
報等の公表
の有無

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所
避難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生の危険度

保全人家戸
数

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

かもがわしかいすか 

かいすか 



様式Ｃ 
   

 箇所名：市井原事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：千葉県安房郡鋸南町市井原  
  ２）箇所名：市井原  
  ３）諸 元：集水ボーリング工、杭工  
 ４）総事業費：1.1億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

地すべり防止区域市井原において地すべり対策を実施し人命及び資産等を保全し、
 地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、本県における地すべり地が集中する峰岡隆起帯に位置する。対策箇所

には保全対象として、人家27戸、鋸東コミュニティセンター、県道鴨川保田線（緊

急輸送路）などが存在し、地すべりにより交通が分断された場合は、地域防災や生

活、経済に与える影響は極めて大きいことから、道路事業と連携し、早期の対策事

業が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 29億円 4.6億円 6.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：29億円 

       残存価値  ：0.16億円 
 

 【主な根拠】 人家：27戸   
 重要公共施設：1施設  
 県道：570m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

27 2 - 有 - - - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

関連事業の有
無

地域の協力体制
災害情報の提

供

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

危険箇所情
報等の公表
の有無

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所
避難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生の危険度

保全人家戸
数

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

あわぐんきょなんまちいちいばら 

いちいばら 



様式Ｃ 
   

 箇所名：門原沢②事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県愛甲郡清川村  
  ２）箇所名：門原沢②  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：１．３億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：当該渓流は、保全対象として人家４戸、中根自治会館（避難所）、県道６

４号（緊急輸送道路）等を含む土石流危険渓流であり、渓床勾配が1／11

と急峻なことから、今後の豪雨に伴う斜面崩落や土砂流出の危険性が高い

ため、砂防堰堤を整備し、住民の生命や財産を保全し地域生活等や経済へ

の影響の軽減を図る。 
  
  ２）必要性：当該渓流において降雨により下流へ流出する土砂について道路事業と連携

し、対策施設の整備を行い、土石流による県道６４号等の被害を軽減する必

要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３.９億円 １.４億円 ２.８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３.８億円 

       残存価値  ：０.１億円 
 

 【主な根拠】 人家：４戸    
 重要公共施設：１施設  
 県道：８５m  
 村道：８７m     等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 砂防堰堤 用地測量実施予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

4 3 - 有 - - - - - - 不良 - 11.4 未整備 - - - - 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災



様式Ｃ 

153 4 重要 - - - - - - - - - 明瞭 連続的 有 - - - 有

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実
績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

河川への
流入土砂
量（千m3）

河川の種
別

災害発生の危険度

保全人家
戸数

関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

重要公共
的施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

危険箇所
情報等の
公表の有
無

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制人的被害

最大被災
戸数

重要公共
的施設の

災害弱者施
設の被災

   
 箇所名：大沢地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県三浦郡葉山町上山口地内  
  ２）箇所名：大沢  
  ３）諸 元：抑止杭工、地すべり観測工  
 ４）総事業費：1.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：  
   ・地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影

響の軽減を図る。 
２）必要性： 
・地すべり危険個所点検で抽出された箇所。連続した地すべり現象が認められる。 
・人家153戸、葉山病院、上山口小学校の被害が軽減される他、県道27号線、電話交
換局等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響を軽減することができる。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 47億円 8.4億円 5.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：47億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：153戸  
 重要公共施設：２施設  
 県道： 460m  
 町道：2382m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
            
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 地すべり観測工 一式、地すべり検討委員会の実施 一式 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

9 3 - - - - S25 - - - - - 明瞭 連続的 有 -
定期的に
実施

協力が得
られる

有

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴 避難の実
績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

河川への
流入土砂
量（千m3）

河川の種
別

災害発生の危険度

保全人家
戸数

関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

重要公共
的施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

危険箇所
情報等の
公表の有
無

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制人的被害

最大被災
戸数

重要公共
的施設の

災害弱者施
設の被災

   
 箇所名：大涌沢地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県足柄下郡箱根町仙石原地内  
  ２）箇所名：大涌沢  
  ３）諸 元：アンカー工、地すべり観測工  
 ４）総事業費：0.80億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：  
   ・地すべり崩壊が発生する可能性が高い大涌沢源頭部において集中的な対策施設の

整備を行い、ロープウェイ大涌谷駅、温泉供給施設、観光施設、県道２路線への被
害、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 

 ２）必要性： 
・事業区域では、明治43年に土砂災害が発生しており、死者６名、流出家屋36戸の被
害が生じた。当該地は、温泉地すべりであり、現在でも緩慢な変動を続けている。 

  ・年間観光客2,000万人の国際的観光地であり、災害発生時の影響は非常に大きい。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 94億円 65億円 1.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：94億円 

       残存価値  ：0.06億円 
 

 【主な根拠】 人家：９戸  
 重要公共施設：２施設  

  県道：300m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
            
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度 地すべり観測工 一式 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：久比里１丁目Ｄ事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県横須賀市  
  ２）箇所名：久比里１丁目Ｄ  
  ３）諸 元：法枠工  
 ４）総事業費：１．３億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設を施工により人命を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地区は、横須賀市の東部に位置する急傾斜地である。斜面は脆弱で人家が隣接

しており、崩落が発生した場合には、人家、県道210号（緊急輸送路）への被害が
懸念され、重要交通施設が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、
道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １３億円 1.1億円 11.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：13億円 

       残存価値  ：0.07億円 
 

 【主な根拠】 被害想定面積：1.1ha    
 人家：40戸 

 

 
 県道：20m     等  
   
 
 
４．検討 
  以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 測量工着手予定 
 
６．関係者の意見 

地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある 
   



様式Ｃ 
   

 箇所名：西浦賀町２丁目Ｂ事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県横須賀市  
  ２）箇所名：西浦賀町２丁目Ｂ  
  ３）諸 元：法枠工、コンクリート張工  
 ４）総事業費：１．０億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設を施工により人命を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地区は、横須賀市の北東部に位置する急傾斜地である。地質は風化が著しく脆

弱であり、人家と崖が隣接しており、崩落が発生した場合には、人家、県道２１０
号（緊急輸送路）への被害が懸念され、重要交通施設が寸断された場合の地域生活
や経済に与える影響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必
要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 32億円 2.7億円 11.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：32億円 

       残存価値  ：0.15億円 
 

 【主な根拠】 被害想定面積：7.2ha    
 人家：85戸 

 

 
 県道：120m     等  
   
 
 
４．検討 
  以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 詳細設計着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：岡本１丁目事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県鎌倉市  
  ２）箇所名：岡本１丁目  
  ３）諸 元：法枠工、コンクリート張工、地山補強土工  
 ４）総事業費：２．５億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設により人命を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を図
る。  

  ２）必要性： 
・当該地区は、鎌倉市の北部に位置する急傾斜地である。斜面は脆弱で人家が隣接し

ており、崩落が発生した場合には、人家、県道４０２号への被害が懸念され、重要
交通施設が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、道路事業と連
携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 11億円 5.0億円 2.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11億円 

       残存価値  ：0.3億円 
 

 【主な根拠】 被害想定面積：1.27ha    
 人家：29戸 

 

 
 県道：150m     等  
   
 
 
４．検討 
  以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 地山補強土工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：西久保西事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県横浜市  
  ２）箇所名：西久保西  
  ３）諸 元：法枠工  
 ４）総事業費：２．０億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設により人命等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を
 図る。  

  ２）必要性： 
・当該地区は、横浜市保土ヶ谷区に位置する急傾斜地である。斜面は脆弱で人家が隣

接しており、崩落が発生した場合には、人家、国道１号（緊急輸送路）への被害が
懸念され、重要交通施設が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、
道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.8億円 1.9億円 4.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：8.8億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 被害想定面積：0.87ha    
 人家：18戸 

 

 
 国道：25m     等  
   
 
 
４．検討 
  以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 詳細設計着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：東沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県南巨摩郡身延町飯富  
  ２）箇所名：東沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤工 １基 H=10.5m、L=39.5m  
 ４）総事業費：4.4億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積が0.53k㎡の土石流危険渓流であり、流域内は荒廃しており、大
雨の時には土石流が発生する危険がある。 
また、保全対象には、災害時要配慮者関連施設・避難所である鰍沢コミュニティ

ーセンターなどがあるが、土石流対策の砂防堰堤は未整備であり、土石流発生時に
は、施設被災に加え、県道十谷鬼島線被災により、3集落約400人が孤立する甚大な
被害が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.4億円 5.8億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.2億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：7戸    
 県道：110m  
 町道：80m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   



様式Ｃ 
  
 箇所名：国見沢事業間連携砂防等事業  
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県南巨摩郡富士川町鰍沢  
  ２）箇所名：国見沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤工 １基 H=14.5m、L=58.0m  
 ４）総事業費：2.3億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積が0.22km2の土石流危険渓流であるが、流域内の荒廃は著しく渓
流には過去の降雨による不安定土砂が堆積している。保全対象には、第一次緊急輸
送路である国道52号、町道、人家4戸などがあるが、土石流対策の砂防堰堤は未完
成であるため、土石流発生時には甚大な被害のおそれがあるため、道路事業と連携
した対策を実施する。  

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2.6億円 2.3億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2.6億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：4戸    
 国道：40m  
 町道：40m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
  



様式Ｃ 
  
 箇所名：大津賀沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県南巨摩郡身延町上田原  
  ２）箇所名：大津賀沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤 １基 H=11.5m、L=60.0m  
 ４）総事業費：3.3億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積が0.36k㎡の土石流危険渓流であるが、流域内は渓岸浸食・崩壊
進行による不安定土砂が堆積しており、大雨の時には土石流が発生する危険がある。
また、保全対象には人家の他、一級河川田原川、県道割子切石線、町道などがある
が、土石流対策の砂防堰堤は未整備であり、家屋被災・県道被災などの甚大な被害
が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.7億円 3.5億円 2.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.5億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：10戸 

   
 

 県道：240m  
 町道：200m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。    



様式Ｃ 
  
 箇所名：下天神沢川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県南巨摩郡身延町飯富  
  ２）箇所名：下天神沢川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工 １基 H=14.5m、L=97.0m  
 ４）総事業費：3.5億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽
 減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積が0.23ｋ㎡の土石流危険渓流であるが、渓流には過去の降雨によ

る不安定土砂が堆積している。また、保全対象には、第一次緊急輸送路である国道
52号、要配慮者利用施設（病院、老人ホーム）や公民館（避難所）などがあるが、
土石流対策の砂防堰堤は未整備であるため、甚大な被害のおそれがあるため道路事
業と連携し対策を実施する。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 19億円 3.7億円 5.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：19億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：61戸    
 国道：393m  
 県道：187m  
 町道：487m          
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

61 3 重要 有 - - - - - - 不良 極めて不良 11.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。    



様式Ｃ 
  
 箇所名：矢名沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県都留市戸沢  
  ２）箇所名：矢名沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤工 １基 H=14.5m、L=99.0m 渓流保全工 L=480m  
 ４）総事業費：3.2億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は急峻な地形を成しており、豪雨による土砂災害がたびたび発生している。

このため地元住民からの砂防施設の早期完成を要望されており、砂防施設をもって、

流出土砂を未然に防止する。道路事業と連携し、土石流等の土砂災害防止対策を砂

防堰堤により行い、下流域の人家、公民館、県道等を保全する。 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 33億円 7.0億円 4.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：33億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：38戸    
 市道：600m  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

38 1 - - - - - - - - 極めて不良 不良 6.0 低い - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。    



様式Ｃ 
  
 箇所名：下谷沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県都留市下谷  
  ２）箇所名：下谷沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤工 １基 H=12.0m、L=63.0m 渓流保全工 L=50m  
 ４）総事業費：1.3億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
 の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積0.19km2の土石流危険渓流であるが、流域内の河床には不安定土
砂が多く堆積している。保全対象には、県道戸沢谷村線、要配慮者利用施設がある
が、砂防堰堤は整備されておらず土石流災害の危険な状況であるため、道路事業と
連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.4億円 4.0億円 2.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：8.4億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：1戸    
 県道：150m  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

1 1 - - - - - - - - 不良 極めて不良 14.0 未整備 - -
定期的に実

施
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施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設
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避難場所避
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地形・
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植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：幕沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県都留市朝日馬場  
  ２）箇所名：幕沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤工 １基 H=13.5m、L=62.0m  
 ４）総事業費：5.7億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積0.30km2の土石流危険渓流であるが、中流部右岸に地すべりの 
押し出し地形が見られ、渓床には比較的粒径の大きな礫が不安定に堆積している。 
保全対象には、第2次緊急輸送路があり土石流災害により甚大な被害になる恐れが高
く、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 10億円 5.4億円 1.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9.9億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：22戸    
 県道：300m  
 市道：650m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

22 2 一般 - - - - - - - 極めて不良 極めて不良 11.0 低い - -
定期的に実

施
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れる

有
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施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設
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用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   



様式Ｃ 
  
 箇所名：糠蒔沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県都留市鹿留  
  ２）箇所名：糠蒔沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤（不透過型）２基、H=5.0m、L=39.0m H=12.0m、L=57.0m  
 ４）総事業費：4.9億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の
軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積0.47km2の土石流危険渓流であり、流域は急峻な地形を成してお
り、豪雨時には土砂が流出するおそれがあるため、地元住民からも早急な砂防施設
の整備を要望されている。道路事業と連携し、砂防堰堤工を行うことにより下流の
人家及び、県道大野夏狩線（避難路）を保全することで高齢者も安心して避難でき
る地域社会の構築を目指すものとする。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 5.2億円 4.6億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：5.0億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：10戸    
 県道：107m  
 市道：277m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

10 2 - - - - - - - - 極めて不良 不良 10.0 未整備 - -
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直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）
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砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
  
 箇所名：唐沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県都留市大幡  
  ２）箇所名：唐沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤（透過型）１基、H=12.5m、L=87.0m  
 ４）総事業費：3.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
 の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は流域面積1.08km2の土石流危険渓流であり、流域内は急峻な地形を成して
おり、豪雨時には土砂が流出するおそれがあるため、地元住民からも早急な砂防施
設の整備を要望されている。保全対象は、高畑谷村停車場線が含まれており、道路
事業と連携し、土石流災害から、砂防堰堤工を行うことにより安心して避難できる
地域社会の構築を目指すものとする。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.1億円 2.9億円 1.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4.0億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：11戸    
         県道：100m  
 市道：60m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

11 2 - - - - - - - - 極めて不良 極めて不良 7.0 低い - -
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災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）
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住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
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砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
  
 箇所名：菅口沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県甲斐市上菅口  
  ２）箇所名：菅口沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤 ２基 H=5.5m L=48.0m H=12.0m L=42.0m  
 ４）総事業費：3.9億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
  の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は、流域面積1.18km2の土石流危険渓流であり、流域には巨礫や斜面崩壊に
よる不安定土砂が堆積しており、今後の台風や集中豪雨時には土石流の発生が懸念
されている。保全対象には県道があり土石流災害により、人家13戸に甚大な被害が
予想されるため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9.6億円 4.0億円 2.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9.5億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：13戸    
 県道：100m  
 市道：250m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

13 2 - - - - - - - - 不良 極めて不良 10.0 未整備 - -
定期的に実
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協力が得ら
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最大被災
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重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：吉沢事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山梨県甲斐市吉沢  
  ２）箇所名：吉沢  
  ３）諸 元：砂防堰堤 ２基 H=11.5m L=78.0m H=13.5m L=86.0m  
 ４）総事業費：6.7億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は、流域面積1.72km2の土石流危険渓流であり、流域内には巨礫や斜面崩壊
による不安定土砂が堆積しており、今後の台風や集中豪雨時には土石流の発生が懸
念されている。保全対象には人家24戸や第二緊急輸送路もあることから土石流発生
時には甚大な被害が予想されるため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9.4億円 5.7億円 1.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9.4億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：24戸    
 県道：235m  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

24 1 - - - - - - - - 極めて不良 極めて不良 4.8 低い - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：くるみ沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県小県郡長和町 
  ２）箇所名：くるみ沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：１．６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 
  ・本渓流は小県郡長和町の旧和田村に位置する土石流危険渓流Ⅰである。河床勾配が

急峻で、次回降雨で直下に存在する人家247戸や要配慮者利用施設（８施設）、避難
所（６施設）、緊急輸送路に指定されている国道142号等に被害のおそれがあり地域
生活等や経済への影響が懸念されるため、砂防堰堤を整備し民生の安定を図る。  

  ２）必要性： 
・渓床には崩土が堆積し、転石や倒木も多数存在していることから、豪雨時における
土石流の発生が懸念されるため、道路事業と連携し、早期に対策を講じる必要があ
る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 209億円 1.9億円 110.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：209億円 

       残存価値  ：0.12億円 
 

 【主な根拠】 人家：247戸  
 国道：960m  
 県道：120m  
 村道：3010m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に工事着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

  

247 3 重要 有 - - - - - 有 不良 不良 13.5 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
  
 箇所名：蟹沢地区事業間連携砂防等事業 
    

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県岡谷市  
  ２）箇所名：蟹沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.5億円 
 
１． 目的及び必要性   
１） 目  的： 

砂防施設の整備により人命及び資産等を保全し、地域生活等および経済への影響を
軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該箇所は、人家273戸や県道（緊急輸送路）、つるみね保育園（避難所・要配慮

者利用施設）、ケアハウス高尾（要配慮者利用施設）が存在し、土石流等が発生し

た場合、甚大な被害発生が予測される。このことから道路事業と連携し、早期の土

石流対策が必要である。 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １５１億円 ４．１億円 ３６．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１５１億円 

       残存価値  ：０．３１億円 
 

 【主な根拠】 人家：２７３戸    
 県道：２４６m  
 市道：３３９０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に本工事着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 
 
 

273 2 一般 有 - - - - - - 不良 不良 10.3 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ    
 箇所名：高遠入沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県上伊那郡飯島町  
  ２）箇所名：高遠入沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：４．６億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：  

砂防施設の整備により土砂災害から人命及び資産等を保全し、地域生活等および経
済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流は下流部に人家９戸、中央自動車道、県道、市町村道、橋梁１橋が存在し、

土砂氾濫等により交通等が寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は極め

て大きい。このことから道路事業と連携し早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７．８億円 ４．２ １．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．５億円 

       残存価値  ：０．３１億円 
 

 【主な根拠】 人家：９戸    
 中央自動車道：１００m  
 県道：２６２m  
 町道：１１４０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和３年度 本工事に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 
 

9 3 - - S58 - - - - - 不良 不良 7.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：濁沢川地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県木曽郡王滝村  
  ２）箇所名：濁沢川地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：５．８億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：  

砂防施設の整備により土砂災害から人命及び資産等を保全し、地域生活等および経
済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
本渓流は下流部に人家８戸、村道、橋梁５橋が存在し、土砂・洪水氾濫等により交

通等が寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大きい。このこと

から早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ４５億円 ７．７億円 ５．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：４５億円 

       残存価値  ：０．４１億円 
 

 【主な根拠】 人家：８戸    
 村道：６５００m  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 本工事に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 

8 1 - 有 H26 - - - - - 不良 不良 1.9 低い - -
定期的に実

施
- 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：白川地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県木曽郡木曽町  
  ２）箇所名：白川地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：９．０億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：  

砂防施設の整備により土砂災害から人命及び資産等を保全し、地域生活等および経
済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
本渓流は下流部に人家１０戸、県道、橋梁２橋が存在し、土砂・洪水氾濫等により

交通等が寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大きい。このこ

とから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３４億円 ７．３億円 ４．７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３４億円 

       残存価値  ：０．３９億円 
 

 【主な根拠】 人家：１０戸    
 県道：２０００m  
 町道：１３００m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 本工事に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 

10 2 - 有 H26 - - - - - 不良 不良 1.6 低い - -
定期的に実

施
- 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：千石沢地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県松本市  
  ２）箇所名：千石沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：７．２億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：  

砂防施設の整備により土砂災害から人命及び資産等を保全し、地域生活等および経
 済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本渓流では渓岸崩壊が進行しており、今後、土砂・洪水氾濫による被害が想定され、

地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求める要望が強い。土砂氾濫等に

より、人家や県道、市道、地域防災計画で一時集合場所に位置付けられた施設等へ

の被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７０億円 ６．４億円 １０．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６９億円 

       残存価値  ： ０．１９億円 
 

 【主な根拠】 人家：７７戸    
 県道：１，３０６ｍ  
 市道：４，９５９ｍ  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：矢ノ口沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県千曲市  
  ２）箇所名：矢ノ口沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：２.６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

・本渓流は、千曲川右岸に位置する三滝川の支川で流域面積0.09km2の土石流危険渓
流である。土砂災害警戒区域内には保全人家153戸の他、県道、要配慮者利用施設、
障害者支援施設の顕真学院や避難所の倉科公民館も含まれる。よって、砂防堰堤の
整備により、下流保全域の人命及び財産を保全し、地域生活等および経済への影響
の軽減を図る。 

２）必要性： 
・流域内は荒廃が進み河道内に不安定土砂が多く堆積していて、倒木も多数存在する

ため、土石流の発生が懸念されており、道路事業と連携し早期に対策を講じる必要

がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １３４億円 ２．８億円 ４７．７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１３３億円 

       残存価値  ：０．２億円 
 

 【主な根拠】 人家：１５３戸    
 県道：８６４m  
 市道：４９００m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   
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様式Ｃ 
  
 箇所名：堂平地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県上高井郡高山村  
  ２）箇所名：堂平地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.4億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：  

土石流対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等および経済への
 影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・堂平は、平均渓床勾配1/4程度の土石流危険渓流であり、斜面の荒廃により大雨時

における土砂流出が懸念されている。このことから、道路事業と連携し、土砂災害

防止のための砂防堰堤工を施工することにより、下流域の人家35戸、公共施設3施

設（公会堂、消防施設、通信中継施設）県道及び村道の保全を図る。 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 43億円 4.0億円 10.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：43億円 

       残存価値  ：0.26億円 
 

 【主な根拠】 人家：35戸    
 県道：610m  
 村道：900m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：佛沢地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県長野市 
  ２）箇所名：佛沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：４．７億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 
  ・佛沢（犀沢）は、長野市安茂里地区に位置し、流域面積2.2㎞2の土石流危険渓流で

ある。また、土砂災害警戒区域にも指定されており、区域内には社会福祉法人博愛
会松が丘保育園（要配慮者利用施設）が存在する他、人家153戸、国道19号（緊急輸
送路）が被害想定範囲に含まれており、豪雨時に土砂・洪水氾濫等が発生すれば、
非常に大きな被害となることが想定され、地域生活等および経済への影響が懸念さ
れる。 

   そこで本事業は砂防堰堤を整備し、流出土砂・流木による被害を未然に防止するこ
とを目的とする。  

  ２）必要性： 
・渓床には崩土が堆積し、転石や倒木も多数存在していることから、豪雨時における
土砂・洪水氾濫等の発生が懸念されるため、早期に対策を講じる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 112億円 4.5億円 24.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：111億円 

       残存価値  ：0.26億円 

 

 【主な根拠】 人家：153戸  
 国道：230m  
 市道：3010m  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に工事着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。    
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様式Ｃ 
   

 箇所名：本沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県下高井郡野沢温泉村  
  ２）箇所名：本沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：3.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の整備により土砂災害の被害を防止し、地域生活等および経済への影響の
軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本沢は、土石流危険渓流であり、渓床には基岩の風化によって発生した土砂や転石

が不安定な状態で堆積している。このことから、道路事業と連携し、土砂災害防止

のための砂防えん堤工を施工することにより、下流域の人家408戸及び役場、学校

等の公共施設の他要援護者利用施設や県道（緊急輸送路）の保全を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３０３億円 ３．９億円 ７７．７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３０３億円 

       残存価値  ：０．２０億円 
 

 【主な根拠】 人家：408戸    
 重要公共施設：2施設  
 県道：3140m  
 村道：8000m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に砂防えん堤工着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：越ノ前沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県東筑摩郡麻績村  
  ２）箇所名：越ノ前沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：２．８億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：砂防堰堤工により流出土砂による被害を防止し、民生の安定、地域生 

   活等および経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性：保全対象として、人家40戸に加え、麻績村役場、要配慮者利用施設（麻績

保育園他３戸）、避難場所にも指定されている地域交流センター、緊急輸送
路にも指定されている国道、又ＪＲ篠ノ井線及び聖高原駅があり、災害時に
必要と、される公共施設も多数あるため、土石流災害が懸念されるため道路
事業と連携した土石流対策が必要である。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５９億円 ２．８億円 ２１．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：５９億円 

       残存価値  ：０．２３億円 
 

 【主な根拠】 人家：４０戸、重要公共施設：２施設、  
 国道：６８８m、県道：３２０m  
 村道：５，９４０m、JR鉄道７００m  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
    

 箇所名：桧沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県東筑摩郡生坂村  
  ２）箇所名：桧沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２.０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤工の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等および経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・桧沢は、生坂村の中部に位置し、地質は犀川擾乱帯から成る流域面積0.02km2の土
石流危険渓流Ⅰである。河床勾配が約1／3と急峻で、下流の人家9戸、県道（緊急
輸送路）、公民館に被害のおそれがあることから、道路事業と連携し当該箇所に砂
防堰堤を設置し、流出土砂による被害を未然に防止する必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １１億円 1.9億円 5.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１０億円 

       残存価値  ： ０．１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：９戸    
 県道：１８０m  
 村道：７０m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和３年度に工事着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   

9 2 - - H16 - - - - - 不良 不良 21.9 未整備 実施中 実施中
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
  
 箇所名：島田沢地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県上水内郡小川村  
  ２）箇所名：島田沢地区  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：８．７億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤２基の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等および経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、流域内に砂防堰堤12基、治山堰堤22基があるが、土石流により発生す

る土砂及び流木を全て抑制することが出来ず、ひとたび大雨が降ると多量の土砂及

び流木の流出が起こり、土砂・洪水氾濫が発生する可能性がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７７億円 ７．６億円 １０．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７６億円 

       残存価値  ：０．５２億円 
 

 【主な根拠】 人家：５１戸    
 県道：５０m  
 村道：３０８m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

 

 

51 2 - - - - - - - - 不良 不良 4.6 低い - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：尾野山地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県上田市  
  ２）箇所名：尾野山地区  
  ３）諸 元：集水井工、横ボーリング工  
 ４）総事業費：８．２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害について,事業実施により、人家107戸の被害が軽減される。ま

た、崩積土により県道および市道が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響

は甚大となるため、集中的に安全性を向上させる必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７８億円 ６．８億円 １１．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７８億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：１０７戸    
 県道：９００m  
 県道：２，５５０m  
 
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

107 2 - - - - H16 - - - - - やや明瞭 部分的 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の

有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

  



様式Ｃ 
    

 箇所名：沓掛地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県小県郡青木村  
  ２）箇所名：沓掛地区  
  ３）諸 元：アンカー工、集水井工、横ボーリング工  
 ４）総事業費：７．０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害を起因とした河道閉塞による湛水、氾濫被害について、事業実

施により、人家18戸の被害が軽減される。また、県道および村道が寸断された場合

の地域生活や経済に与える影響は甚大となるため、集中的に安全性を向上させる必

要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １６億円 ７．９億円 ２．０   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１６億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：１８戸    
 県道：１，３００m  
 村道：５５０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

18 2 - - 330 一級水系 R1 - - 有 - - 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

-

関連事業の

有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
  



様式Ｃ 
   

 箇所名：西京地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県長野市  
  ２）箇所名：西京地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工  
 ４）総事業費：１．０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害を起因とした河道閉塞による湛水、氾濫被害について、事業実

施により、人家31戸の被害が軽減される。また、国道が寸断された場合の地域生活

や経済に与える影響は甚大となるため、道路事業と連携し集中的に安全性を向上さ

せる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５．４億円 ２．３億円 ２．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：５．４億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：３１戸    
 国道：１００m  
 避難所：１施設  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

31 2 - 有 50 一級水系 H27 - - 有 - - 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の

有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：倉下地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県北安曇郡白馬村  
  ２）箇所名：倉下地区  
  ３）諸 元：押え盛土工、横ボーリング工  
 ４）総事業費：３．０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害について,事業実施により、人家101戸の被害が軽減される。ま

た、崩積土により県道および村道が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響

は甚大となるため、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９０億円 ５．６億円 １６．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９０億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：１０１戸    
 県道：８００m  
 村道：４，６７０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

101 2 - - 32,000 一級水系 H10 - - - - - 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の

有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：八方岩地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県北安曇郡小谷村  
  ２）箇所名：八方岩地区  
  ３）諸 元：押え盛土工、集水井工  
 ４）総事業費：５．６億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：  

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害を起因とした河道閉塞による湛水、氾濫被害について、事業実

施により、人家17戸の被害が軽減される。また、県道および村道が寸断された場合

の地域生活や経済に与える影響は甚大となるため、集中的に安全性を向上させる必

要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２５億円 １２億円 ２．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２５億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：１７戸    
 県道：４００m  
 村道：４００m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

17 2 - - 700 一級水系 H26 - 1 有 - 有 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の

有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
  



様式Ｃ 
   

 箇所名：外沢地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県北安曇郡小谷村  
  ２）箇所名：外沢地区  
  ３）諸 元：抑止杭工、集水井工、横ボーリング工  
 ４）総事業費：７．９億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害を起因とした河道閉塞による湛水、氾濫被害について、事業実

施により、人家26戸の被害が軽減される。また、国道、村道および鉄道が寸断され

た場合の地域生活や経済に与える影響は甚大となるため、集中的に安全性を向上さ

せる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７．８億円 ３．５億円 ２．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．８億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：２６戸    
 国道：７４６m  
 村道：２，９９３m  
 鉄道：４，２２４m  
 避難所：１施設  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

26 4 - 有 1,158 一級水系 H24 - - 有 - - 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の

有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
   

 箇所名：追平地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県長野市  
  ２）箇所名：追平地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工  
 ４）総事業費：３．８億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：  

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
  響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害について,事業実施により、人家10戸の被害が軽減される。ま

た、崩積土により県道および村道が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響

は甚大となるため、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７．９億円 ４．３億円 １．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．９億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：１０戸    
 県道：１７５m  
 市道：３７５m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

10 2 - - 342 一級水系 H29 - - 有 - - 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

関連事業の

有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
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避難の実績

地すべり地
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供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
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最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：法地地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県上水内郡小川村  
  ２）箇所名：法地地区  
  ３）諸 元：集水井工、横ボーリング工  
 ４）総事業費：４．５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：  

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・地すべりによる被害について,事業実施により、人家11戸の被害が軽減される。ま

た、崩積土により村道が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は甚大とな

るため、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９．２億円 ４．９億円 １．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９．２億円 

       残存価値  ：０億円 
 

 【主な根拠】 人家：１１戸    
 村道：５０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

11 1 - - 342 一級水系 H29 - - 有 - - 明瞭 連続的 有 -
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無
地域の協力体制

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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35 3 - 有 - - - - - - 不良 不良 7.1 未整備 - -
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状況

住宅宅地
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砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

   
 箇所名：田中川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置 ：新潟県上越市  
  ２）箇所名 ：田中川  
  ３）諸 元 ：砂防堰堤  
 ４）総事業費：3.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：当該地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土砂・洪水氾濫等による国道8号（緊急輸送路）等への被害を軽減する。  
  ２）必要性：計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家35戸、国

道8号（緊急輸送路）等の被害が軽減される。また、国道8号（緊急輸送路）等が寸
断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、道路事業と連携し、集中的
に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 30億円 3.1億円 9.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益 ：30億円 

       残存価値   ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：3.6ha  
        人家：35戸  
        事業所：8施設  
        重要公共施設：3施設  
        国道：225m  
        市道：120m  
        鉄道：197m    等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

24 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 3.0 低い - -
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人的
被害
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提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

   
 箇所名：守門川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置 ：新潟県三条市  
  ２）箇所名 ：守門川  
  ３）諸 元 ：砂防堰堤  
 ４）総事業費：1.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：当該地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土砂・洪水氾濫等による人家、県道等への被害を軽減する。  
  ２）必要性：計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家24戸、県

道等の被害が軽減される。また、火山が噴火した場合の地域生活や経済に与える影
響は大きく、火山砂防対策により、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 26億円 12億円 2.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益 ：26億円 

       残存価値   ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：10ha  
        人家：24戸  
        重要公共施設：1施設  
        県道：10,000m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

15 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 3.0 低い - -
定期的に実
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協力が得ら
れる

有

最大被災
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重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
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人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

   
 箇所名：早川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置 ：新潟県糸魚川市  
  ２）箇所名 ：早川  
  ３）諸 元 ：床固工  
 ４）総事業費：9.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：当該地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土砂・洪水氾濫等による人家、県道等への被害を軽減する。  
  ２）必要性：計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家15戸、県

道等の被害が軽減される。また、火山が噴火した場合の地域生活や経済に与える影
響は大きく、火山砂防対策により、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 44億円 28億円 1.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益 ：44億円 

       残存価値   ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：50ha  
        人家：15戸  
        事業所：13施設  
        重要公共施設：1施設  
        県道：2,450m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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 箇所名：武石地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：新潟県長岡市小国武石  
  ２）箇所名：武石地区  
  ３）諸 元：集水井工、横ボーリング工、水路工 、落差工  
 ４）総事業費：5.1億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：武石地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整

備を行い、地すべり等による国道291号（緊急輸送路）の被害を軽減する。  
２） 必要性：地すべりによる被害について事業実施により、人家53戸、国道291号（緊

急輸送路）の被害が軽減される。また、国道291号（緊急輸送路）が寸断された
場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全
性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 39億円 4.3億円 9.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：39億円 

       残存価値：0.1億円 

 

 【主な根拠】 人家：53戸 

国道：23m 

市道：2,887m 等 

 

 

 

   
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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最大被
災戸数

重要公
共的施
設の被

災害弱
者施設
の被災

関連事
業の有
無

防災活
動の実
施状況

直近の
災害発
生年

保全人
家戸数

重要公
共的施
設

地すべ
りの明
瞭度

地すべ
りの兆
候

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地すべ
り地形
の有無

５．日程・手続き 

  令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 

 

   



様式Ｃ    
 箇所名：長倉地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：新潟県上越市安塚区二本木  
  ２）箇所名：長倉地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工、水路工、床固工、土留工  
 ４）総事業費：3.2億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：長倉地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整

備を行い、地すべり等による国道403号（緊急輸送路）等への被害を軽減する。  
２） 必要性：地すべりによる被害について事業実施により、人家41戸、国道403号（緊

急輸送路）、菱里生涯学習センター（要配慮者利用施設）の被害が軽減される。
また、国道403号（緊急輸送路）等が寸断された場合の地域生活や経済に与える
影響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 39億円 2.7億円 14.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：39億円 

       残存価値：0.1億円 

 

 【主な根拠】 人家：41戸 

重要公共施設：７施設 

国道：1,675m 

市道：3,285m  等 

 

 

   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

41 7 一般 有 75,000
一級水
系

H28 - - - - - 明瞭 明瞭 有 -
定期的
に実施

協力が
得られ
る

有

地すべ
りの兆
候

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地すべ
り地形
の有無

災害弱
者施設
の被災

地すべ
りの明
瞭度

避難場
所避難
路

危険箇所
情報等の
公表の
有無

人的被
害

最大被
災戸数

重要公
共的施
設の被

防災活
動の実
施状況

関連事
業の有
無

河川へ
の流入
土砂量
（千m3）

河川の
種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管
理の協
力体制

直近の
災害発
生年

保全人
家戸数

重要公
共的施
設

災害発生の危険度
関連事業
の有無

地域の協力体制
災害情報の提

供
過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮
者利用
施設

 
５．日程・手続き 

  令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 

 



様式Ｃ 
    
 箇所名：長浜地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：新潟県上越市長浜  
  ２）箇所名：長浜地区  
  ３）諸 元：集水井工、横ボーリング工、水路工  
 ４）総事業費：2.1億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：長浜地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整

備を行い、地すべり等による国道８号（緊急輸送路）、えちごトキめき鉄道への
被害を軽減する。  

２） 必要性：地すべりによる被害について事業実施により、人家82戸、国道８号（緊
急輸送路）、えちごトキめき鉄道の被害が軽減される。また、国道８号（緊急輸
送路）、えちごトキめき鉄道等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響
は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 75億円 1.9億円 39.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：75億円 

       残存価値：0.1億円 

 

 【主な根拠】 人家：82戸 

事業所：3施設 

重要公共施設：3施設 

国道：1,090m 

県道：1,220m 

鉄道：1,139m  等 

 

 

   
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

82 3 - 有 - - - - - - - - 明瞭 明瞭 有 -
定期的
に実施

協力が
得られ
る

有

災害発生の危険度
関連事業
の有無

地域の協力体制
災害情報
の提供過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮
者利用
施設

避難場
所避難
路

河川へ
の流入
土砂量
（千m3）

河川の
種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管
理の協
力体制

危険箇
所情報
等の公
表の
有無

人的被
害

最大被
災戸数

重要公
共的施
設の被

災害弱
者施設
の被災

関連事
業の有
無

防災活
動の実
施状況

直近の
災害発
生年

保全人
家戸数

重要公
共的施
設

地すべ
りの明
瞭度

地すべ
りの兆
候

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地すべ
り地形
の有無

５．日程・手続き 
  令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

18 2 - 有 - - - - - - 20 35 - 明瞭 - 段丘堆積物 降水時 - - -
協力が得ら
れる

有

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

地盤の状況 湧水の有無 植生の状況避難の実績 斜面の高さ
斜面の平均
勾配

斜面
形状

災害情報の提
供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

遷急線
オーバーハ
ングの有無

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴

   
 箇所名：大松地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：富山県中新川郡上市町大松  
  ２）箇所名：大松地区  
  ３）諸 元：法面工  
 ４）総事業費：０．６億円 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。 

  ２）必要性： 
・現状の危険性：当該地域は、人家18戸及び「避難路」である県道大岩神明町線を含
むがけ高約20m、勾配35°の急傾斜地である。当該斜面は、土砂災害警戒区域に指
定されており、豪雨に伴う斜面崩壊により甚大な被害が発生する危険性が高い。 

 このことから、地域住民の生命と生活を斜面崩壊から守るとともに国土を保全する
ため、道路事業と連携し急傾斜崩壊対策事業を実施する必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ８．４億円 ２．９億円 ２．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：８．４億円  

 【主な根拠】 人家18戸、県道400ｍ、町道180ｍ 等  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

27 2 - - - - - - - - 21 39 - 明瞭 - 段丘堆積物 降水時 - - -
協力が得ら
れる

有

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

地盤の状況 湧水の有無 植生の状況避難の実績 斜面の高さ
斜面の平均
勾配

斜面
形状

災害情報の提
供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

遷急線
オーバーハ
ングの有無

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴

   
 箇所名：本江(2)地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：富山県滑川市本江  
  ２）箇所名：本江(2)地区  
  ３）諸 元：崩壊土砂防止柵  
 ４）総事業費：３．５億円 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。   

  ２）必要性： 
・現状の危険性：当該地域は、人家27戸及び県道黒川滑川線を含むがけ高約21m、勾
配39°の急傾斜地である。当該斜面は、土砂災害警戒区域に指定されており、豪雨
に伴う斜面崩壊により甚大な被害が発生する危険性が高い。 

 このことから、地域住民の生命と生活を斜面崩壊から守るとともに国土を保全する
ため、道路事業と連携し急傾斜崩壊対策事業を実施する必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２１億円 ３．７億円 ５．７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２１億円  

 【主な根拠】 人家27戸、公民館1施設、県道570ｍ 等  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

2 2 - 有 - - - - - - 25 35 - 明瞭 - 崩積土 降水時 - - -
協力が得ら
れる

有

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

地盤の状況 湧水の有無 植生の状況避難の実績 斜面の高さ
斜面の平均
勾配

斜面
形状

災害情報の提
供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

遷急線
オーバーハ
ングの有無

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴

   
 箇所名：惣領(5)地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：富山県氷見市惣領  
  ２）箇所名：惣領(5)地区  
  ３）諸 元：法面工  
 ４）総事業費：０．４億円 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・現状の危険性：当該地域は、人家2戸及び「避難場所」である公民館、県道高岡氷
見線を含むがけ高約25m、勾配35°の急傾斜地である。当該斜面は、土砂災害警戒
区域に指定されており、豪雨に伴う斜面崩壊により甚大な被害が発生する危険性が
高い。 

 このことから、地域住民の生命と生活を斜面崩壊から守るとともに国土を保全する
ため、道路事業と連携し急傾斜崩壊対策事業を実施する必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２．８億円 １．４億円 ２．０   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２．８億円  

 【主な根拠】 人家2戸、公民館1施設、県道163ｍ 等  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：日尾谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：富山県魚津市日尾  
  ２）河川名：片貝川水系日尾谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：１．３億円 
２．目的及び必要性   

１） 目  的： 
砂防施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。 

   ２）必要性： 
・現状の危険性：当渓流は、土石流危険渓流（Ⅰ－６０２）であり、平均渓床勾配が

約１／８．２と急流である。渓床には不安定土砂や倒木が堆積しているため、土石

流が発生した場合、直下の人家６戸や県道等に甚大な被害を及ぼす恐れがある。こ

のことから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するた

め、道路事業と連携し砂防事業を実施する必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １２億円 ６．５億円 １．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11.96億円 

       残存価値  ：0.04億円 
 

 【主な根拠】 人家6戸、県道200ｍ,市・農道513ｍ 等  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

6 1 - - H26 - - 有 - - 不良 不良 8.2 未整備 - - -
協力が得ら
れる

有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 渓流保全工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：尾山大谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：富山県黒部市尾山  
  ２）河川名：片貝川水系尾山大谷川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：２．４億円 
２．目的及び必要性   
  １）目  的： 

砂防施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。 

  ２）必要性： 
・本箇所の下流域には、人家169戸、県道（緊急輸送路）1,700m、市・農道1,800m等

があり、土砂災害が発生した場合、被害が甚大となる。また、土砂流出による河床

上昇で、河川の氾濫、浸水被害が昭和60年や平成10年に発生しており、新たな土砂

の流出により、同様の被害を及ぼす恐れがある。このことから、地域住民の生命と

生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、道路事業と連携した砂防事

業を実施する必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５０億円 ４０億円 １．３   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：49.3億円 

       残存価値  ：0.7億円 
 

 【主な根拠】 人家169戸、県道1,700m、市・農道1,800m 等  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

169 5 - - H10 - - 有 - - 不良 不良 0.02 未整備 - - -
協力が得
られる

有

左記以外
の

事業計画
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

避難の
実績

地形・
地質の
状況

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状
況

保全人家
戸数

重要公共
的施設

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報
の提供

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 渓流保全工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   
箇所名：沢連地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要 
 
  １）位  置：富山県富山市山田沢連 
 
  ２）箇所名：沢連地区 
 
  ３）諸 元：法面工 
 
 ４）総事業費：０．５億円 
 
２．目的及び必要性 
 
 １）目  的： 

地すべり対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。 

 
  ２）必要性： 

・当該地区は、昭和55年10月に約2.5haの地すべりが発生しており、その後も融雪期・
梅雨期には毎年小規模な斜面崩壊が発生している。また平成16年の融雪期において
も市道に地すべり性の亀裂が発生するなど地すべりによる人家及び道路等への被
害が懸念されている。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １１３億円 ５８億円 ２．０  
 
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１１３億円 

        
 

 【主な根拠】 人家３５戸、  
 重要公共施設２施設、県道2,400m、市道400m 等  

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

35 2 重要 - - - - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

河川への
流入土砂
量（千m3）

河川の種
別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的被害
最大被災
戸数

重要公共
的施設の

防災活動
の実施状
況

直近の災
害発生年

保全人家
戸数

重要公共
的施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴 避難の実
績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度



様式Ｃ 
   
箇所名：湯地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要 
 
  １）位  置：富山県富山市山田湯 
 
  ２）箇所名：湯地区 
 
  ３）諸 元：法面工 
 
 ４）総事業費：４．６億円 
 
２．目的及び必要性 
 
 １）目  的： 

地すべり対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。 

  ２）必要性： 
・当該地区には、未対策ブロックが存在し、依然として不安定な状態であるため、地
すべりにより人家や県道等への被害が懸念されている。 

 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９３億円 ５４億円 １．７  
 
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９３億円 

        
 

 【主な根拠】 人家２９戸、  
 重要公共施設２施設、県道2,000m、市道1,000m 等  

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

29 2 - - - - - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度



様式Ｃ 
   
箇所名：頭川地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要 
 
  １）位  置：富山県高岡市頭川 
 
  ２）箇所名：頭川地区 
 
  ３）諸 元：地下水排除工 
 
 ４）総事業費：１．６億円 
 
２．目的及び必要性 
 
 １）目  的： 

地すべり対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。 

 
  ２）必要性： 

・当該地区には、未対策ブロックが存在し、依然として不安定な状態であるため、地
すべりにより人家や県道等への被害が懸念されている。 

 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２３億円 ８．１億円 ２．９  
 
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２３億円 

        
 

 【主な根拠】 人家２１戸、  
 重要公共施設２施設、県道600m 等  

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
  

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

21 2 - - - - - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度



様式Ｃ 
 

  
 箇所名：きだん谷地川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川県輪島市横地町  
  ２）箇所名：きだん谷地川  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：２.５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土石流が発生した場合、最大約３．８ｈａ、人家１２戸が被災するお

それがある。被害が想定される区域内には、緊急輸送道路となっている主要地方道

七尾輪島線などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから道路

事業と連携し、早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２３億円 ２.２億円 １０.５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２３億円 

       残存価値  ：０.１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：12戸    
 県道：81m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

12 2 一般 有 - - - - - - 不良 不良 13.8 未整備 - - -
協力が得
られる

有

左記以外
の

事業計画
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

避難の
実績

地形・
地質の
状況

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状
況

保全人家
戸数

重要公共
的施設

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報
の提供

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
 

  
 箇所名：江津裏谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川県白山市河内町福岡  
  ２）箇所名：江津裏谷  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：２.５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土石流が発生した場合、最大約４．８ｈａ、人家１４戸が被災するお

それがある。被害が想定される区域内には、緊急輸送道路となっている国道１５７

号などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから道路事業と連

携し、早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６２億円 ２.２億円 ２８.２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６２億円 

       残存価値  ：０.１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：14戸    
 国道：240ｍ  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

14 1 一般 - - - - - - - 不良 不良 11.2 未整備 - - -
協力が得
られる

有

左記以外
の

事業計画
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

避難の
実績

地形・
地質の
状況

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状
況

保全人家
戸数

重要公共
的施設

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報
の提供

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
 

  
 箇所名：後世川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川県白山市八幡町  
  ２）箇所名：後世川  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：１．１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土石流が発生した場合、最大約２７．７ｈａ、人家１２３戸が被災す

るおそれがある。被害が想定される区域内には人家１２３戸があり、土砂流出が発

生した場合の地域生活や経済に与える影響は大きい。このことから早期の土砂災害

対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １６５億円 ５.０億円 ３２.７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１６５億円 

       残存価値  ：０.１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：123戸    
 県道：918ｍ  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

123 4 一般 有 - - - - - - 不良 不良 17.0 - - - -
協力が得
られる

有

左記以外
の

事業計画
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

避難の
実績

地形・
地質の
状況

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状
況

保全人家
戸数

重要公共
的施設

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報
の提供

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

 



様式Ｃ 
 
   

 箇所名：珠洲赤神事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川県珠洲市馬緤町  
  ２）箇所名：珠洲赤神  
  ３）諸 元：擁壁工  
 ４）総事業費：１.５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

急傾斜地崩壊防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土砂災害が発生した場合、人家11戸等が被災するおそれがある。被害

が想定される区域内には、緊急輸送道路及び避難路に指定されている主要地方道大

谷狼煙飯田線が存在し、これが寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は

極めて大きい。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５.４億円 １.４億円 ３.９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：５.３億円 

       残存価値  ：０.１億円 
 

 【主な根拠】 人家：１１戸  
 県道：１００m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

11 1 - 有 H29 - - - - - 79 39 - 明瞭 - 崩積土 降水時
生育状況
が不良

- -
協力が得
られる

有

植生の状
況

関連事業
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的被害
最大被災
戸数

重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

斜面の平
均勾配

斜面
形状

遷急線
オーバー
ハングの
有無

地盤の状
況

湧水の有
無

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴

避難の実
績

斜面の高
さ

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

保全人家
戸数

重要公共
的施設

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
 

  
 箇所名：真浦事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川県珠洲市真浦町  
  ２）箇所名：真浦  
  ３）諸 元：横ボーリング工  
 ４）総事業費：１.３億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土砂災害が発生した場合、人家36戸等が被災するおそれがある。被害

が想定される区域内には、緊急輸送道路指定されている国道249号が存在し、これ

が寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大きい。このことから

道路事業と連携し、早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６０億円 ９.３億円 ６.５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６０億円 

       残存価値  ：０.１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：３６戸    
 国道：３００m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

36 1 - 有 - - H30 - - - - - 明瞭 部分的 有 - -
協力が得
られる

有

関連事業
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的被害
最大被災
戸数

河川の種
別

直近の災
害発生年

避難の実
績

地すべり
地形の有
無

地すべり
の明瞭度

地すべり
の兆候

過去10年間の災害履歴
重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

保全人家
戸数

重要公共
的施設

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

地域の協力体制
災害情報の
提供災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度

関連事業の
有無

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

 



様式Ｃ 
 

  
 箇所名：洲崎事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川県珠洲市折戸町  
  ２）箇所名：洲崎  
  ３）諸 元：横ボーリング工  
 ４）総事業費：２.２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土砂災害が発生した場合、人家25戸等が被災するおそれがある。被害

が想定される区域内には、緊急輸送道路指定されている主要地方道大谷狼煙飯田線

が存在し、これが寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大きい。

このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ４５億円 ７.３億円 ６.２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：４５億円 

       残存価値  ：０.１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：２５戸    
 県道：１.１５０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

25 1 - 有 - - H30 - - - - - やや明瞭 部分的 有 - -
協力が得
られる

有

関連事業
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的被害
最大被災
戸数

重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実
績

地すべり
地形の有
無

地すべり
の明瞭度

地すべり
の兆候

保全人家
戸数

重要公共
的施設

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

河川への
流入土砂
量（千
m3）

河川の種
別

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
 
 

  
 箇所名：東山中大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川県珠洲市東山中町  
  ２）箇所名：東山中  
  ３）諸 元：横ボーリング工  
 ４）総事業費：２.７億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、土砂災害が発生した場合、人家14戸等が被災するおそれがある。被害

が想定される区域内には、緊急輸送道路指定されている主要地方道大谷狼煙飯田線

が存在し、これが寸断された場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大きい。

このことから早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １９億円 ６.６億円 ２.９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１９億円 

       残存価値  ：０.１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：１４戸    
 県道：６５５m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

14 1 - 有 - - H20 - - - - - やや明瞭 部分的 有 - -
協力が得
られる

有

関連事業
の有無

防災活動
の実施状
況

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的被害
最大被災
戸数

重要公共
的施設の
被災

災害弱者
施設の被
災

直近の災
害発生年

過去10年間の災害履歴

避難の実
績

地すべり
地形の有
無

地すべり
の明瞭度

地すべり
の兆候

保全人家
戸数

重要公共
的施設

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

河川への
流入土砂
量（千
m3）

河川の種
別

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
   

 箇所名：乙坂一の谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県大垣市上石津町  
  ２）箇所名：乙坂一の谷  
  ３）諸 元：砂防堰堤１基、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害（土石流）から下流の道路及び人家を保全し、地域生活等や経済

への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨等により土砂災害が発生した場合、下流流域面積約4.6ha、4戸の

家屋が被害を受けるおそれがある。土砂災害の恐れのある区域には、名神高速道路

（緊急輸送道路）などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。計画規模の

降雨による土砂・洪水氾濫等（土石流）の被害について事業実施により、人家4戸

や名神高速道路等の被害が軽減される。このことから道路事業と連携し、早期の土

砂災害の防止が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 15億円 3.8億円 3.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：15億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 人家4戸    
 名神高速道路：60m  
 市町村道：416m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

4 1 - - H16 - - - - - 不良 極めて不良 14 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 堰堤工事施工予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：別荘洞事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県瑞浪市明世町  
  ２）箇所名：別荘洞  
  ３）諸 元：砂防堰堤１基、渓流保全工  
 ４）総事業費：2.8億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害（土石流）から下流の道路及び人家を保全し、地域生活等や経済

への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨等により土砂災害が発生した場合、下流流域面積約4.7ha、10戸

の家屋が被害を受けるおそれがある。土砂災害の恐れのある区域には、要配慮者利

用施設や県道（緊急輸送道路）、JR中央本線などが存在し、被災時には甚大な被害

が予想される。計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫等（土石流）の被害について

事業実施により、人家10戸、要配慮者利用施設や県道、JR中央本線等の被害が軽減

される。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害の防止が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 13億円 3.4億円 3.7  
 
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：13億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 人家10戸    
               重要公共施設：1施設  
 県道：440m  
 市町村道：420m  
 JR中央本線  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

10 2 1 - - - - - - - 不良 極めて不良 7.8 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 用地補償に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

一般 



様式Ｃ 
   

 箇所名：戸狩事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県瑞浪市明世町  
  ２）箇所名：戸狩  
  ３）諸 元：砂防堰堤１基、導流護岸工  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害（土石流）から下流の道路及び人家を保全し、地域生活等や経済

への影響の軽減を図る。   
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨等により土砂災害が発生した場合、下流流域面積約4.6ha、約11

戸の家屋が被害を受けるおそれがある。土砂災害の恐れのある区域には、要配慮者

利用施設や県道（緊急輸送道路）、JR中央本線などが存在し、被災時には甚大な被

害が予想される。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害の防止が必要で

ある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 13億円 1.8億円 7.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：13億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 人家11戸    
 重要公共施設：1施設  
 県道：125m  
 市町村道：725m 

JR中央本線 

 
  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

11 2 一般 - - - - - - - 不良 極めて不良 6.8 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に詳細設計予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

一般 



様式Ｃ 
   

 箇所名：金子谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県下呂市萩原町  
  ２）箇所名：金子谷  
  ３）諸 元：砂防堰堤１基  
 ４）総事業費：3.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害（土石流）から下流の道路及び人家を保全し、地域生活等や経済 

への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨等により土砂災害が発生した場合、下流流域面積約4.2ha、約19

戸の家屋が被害を受けるおそれがある。土砂災害の恐れのある区域には、国道（緊

急輸送道路）やJR高山本線などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。こ

のことから道路事業と連携し、早期の土砂災害の防止が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 25億円 2.8億円 8.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：25億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 人家19戸    
 国道：277m  
 市町村道：190m 

JR高山本線 

 
  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

19 2 - - H30 - - 有 - - 不良 極めて不良 9.5 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に詳細設計予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：越シケ平谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県下呂市夏焼  
  ２）箇所名：越シケ平谷  
  ３）諸 元：砂防堰堤１基  
 ４）総事業費：3.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害（土石流）から下流の道路及び人家を保全し、地域生活等や経済

への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨等により土砂災害が発生した場合、下流流域面積約3.4ha、約11

戸の家屋が被害を受けるおそれがある。土砂災害の恐れのある区域には、地域防災

計画に位置付けられている避難所や県道（緊急輸送道路）などが存在し、被災時に

は甚大な被害が予想される。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害の防

止が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 21億円 2.6億円 8.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：21億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 人家11戸    
               重要公共施設：1施設  
 県道：232m  
 市町村道：312m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

11 2 - 有 - - - - - - 不良 極めて不良 6.3 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に詳細設計予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：吾神事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県高山市上岡本町  
  ２）箇所名：吾神  
  ３）諸 元：砂防堰堤１基、導流護岸工  
 ４）総事業費：3.8億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害（土石流）から下流の道路及び人家を保全し、地域生活等や経済

への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨等により土砂災害が発生した場合、下流流域面積約27ha、約230

戸の家屋が被害を受けるおそれがある。土砂災害の恐れのある区域には、要配慮者

利用施設や国道（緊急輸送道路）などが存在し、被災時には甚大な被害が予想され

る。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害の防止が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 147億円 3.3億円 44.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：147億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 人家230戸    
               重要公共施設：1施設  
 国道：550m  
 市町村道：4,171m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

230 1 一般 - - - - - - - 不良 極めて不良 9.5 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に詳細設計予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：勘兵衛沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県静岡市清水区小島町  
  ２）箇所名：勘兵衛沢地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：1.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・ 勘兵衛沢地区は静岡県静岡市清水区に位置し、保全対象として人家 120 戸及び国道 52 号

（緊急輸送路）がある砂防指定地である。 

 土石流発生によって国道 52 号（緊急輸送路）が被災した場合には、周辺地域一体に甚大

な影響を及ぼすことが想定され、不安定土砂が厚く堆積している勘兵衛沢上流では早急に

土石流対策を実施する必要があるため、令和２年度より事業間連携事業として着手し、道

路事業と連携し防止施設を整備する。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 92億円 1.9億円 47.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：69.0億円 

       残存価値  ：22.9億円 
 

 【主な根拠】 人家：120戸    
 国道：200m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

120 - - 有 - - - - - - 不良 不良 11.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：外神沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県藤枝市岡部町三輪  
  ２）箇所名：外神沢地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：1.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・ 外神沢地区は静岡県藤枝市岡部町に位置し、保全対象として人家 95 戸及び県道焼津岡部

線がある砂防指定地である。 

 土石流発生によって県道焼津岡部線（緊急輸送路）が被災した場合には、周辺地域一体に

甚大な影響を及ぼすことが想定され、不安定土砂が厚く堆積している外神沢上流では早急

に土石流対策を実施する必要があるため、令和２年度より事業間連携事業として着手し、

道路事業と連携し防止施設を整備する。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 50億円 1.8億円 27.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：37.7億円 

       残存価値  ：12.6億円 
 

 【主な根拠】 人家：95戸    
 県道：250m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

95 - - - - - - - - - 不良 不良 16.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：上神増沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県磐田市上神増  
  ２）箇所名：上神増地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：2.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・ 上神増沢地区は静岡県磐田市上神増に位置し、保全対象として人家 20 戸、磐田市立豊岡

南小学校、県道磐田天竜線（緊急輸送路）及び県道浜北袋井線がある砂防指定地である。 

 土石流発生によって県道磐田天竜線（緊急輸送路）及び県道浜北袋井線が被災した場合に

は、周辺地域一体に甚大な影響を及ぼすことが想定され、不安定土砂が厚く堆積している

上神増沢上流では早急に土石流対策を実施する必要があるため、令和２年度より事業間連

携事業として着手し、道路事業と連携し防止施設を整備する。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 25億円 1.2億円 20.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：18.4億円 

       残存価値  ：6.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：20戸    
 県道：10m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

20 1 - - - - - - - - 不良 不良 16.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：うなぎ沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県浜松市天竜区奥領家  
  ２）箇所名：うなぎ沢地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：1.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・ うなぎ沢地区は静岡県浜松市天竜区奥領家に位置し、保全対象として人家 102 戸、浜松

市立水窪小学校及び国道 152 号（緊急輸送路）がある砂防指定地である。 

土石流発生によって緊急輸送路が被災した場合には、周辺地域一体に甚大な影響を及ぼす

ことが想定され、不安定土砂が厚く堆積しているうなぎ沢上流では早急に土石流対策を実施

する必要があるため、令和２年度より事業間連携事業として着手し、道路事業と連携し防止

施設を整備する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 63億円 3.1億円 20.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：47.2億円 

       残存価値  ：15.7億円 
 

 【主な根拠】 人家：102戸    
 国道：320m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

102 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 12.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：気賀天神山沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県浜松市北区細江町気賀  
  ２）箇所名：気賀天神山沢地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：1.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・ 気賀天神山沢地区は静岡県浜松市北区細江町に位置し、保全対象として人家 126 戸、浜

松市立気賀幼稚園及び国道 362 号（緊急輸送路）がある砂防指定地である。 

 土石流発生によって国道 362 号（緊急輸送路）が被災した場合には、周辺地域一体に甚大

な影響を及ぼすことが想定され、不安定土砂が厚く堆積している気賀天神山沢上流では早

急に土石流対策を実施する必要があるため、令和２年度より事業間連携事業として着手し、

道路事業と連携し防止施設を整備する。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 68億円 1.0億円 66.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：51.2億円 

       残存価値  ：17.0億円 
 

 【主な根拠】 人家：126戸    
 国道：300m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

126 - 1 有 - - - - - - 不良 不良 11.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

一般 



様式Ｃ 
   

 箇所名：ニョウロ沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県周智郡森町西俣  
  ２）箇所名：ニョウロ沢地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：2.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・ ニョウロ沢地区は静岡県周智郡森町に位置し、保全対象として人家 11 戸及び県道袋井春

野線（緊急輸送路）がある砂防指定地である。 

土石流発生によって緊急輸送路が被災した場合には、周辺地域一体に甚大な影響を及ぼす

ことが想定され、不安定土砂が厚く堆積しているニョウロ沢上流では早急に土石流対策を実

施する必要があるため、令和２年度より事業間連携事業として着手し、道路事業と連携し防

止施設を整備する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.2億円 1.5億円 5.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：6.2億円 

       残存価値  ：2.0億円 
 

 【主な根拠】 人家：11戸    
 県道：92m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

11 - - 有 - - - - - - 不良 不良 18.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：郷島沢地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県静岡市葵区郷島  
  ２）箇所名：郷島沢地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・ 郷島沢地区は静岡県静岡市葵区に位置し、保全対象として人家 28 戸及び県道井川湖御幸

線（緊急輸送路）がある砂防指定地である。 

土石流発生によって県道井川湖御幸線（緊急輸送路）が被災した場合には、周辺地域一体に

甚大な影響を及ぼすことが想定され、不安定土砂が厚く堆積している郷島沢上流では早急に土

石流対策を実施する必要があるため、令和２年度より事業間連携事業として着手し、道路事業

と連携し防止施設を整備する。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.3億円 1.5億円 5.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：6.2億円 

       残存価値  ：2.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：28戸    
 県道：430m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

28 - - 有 - - - - - - 不良 不良 12.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：谷戸沢右支川地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県伊豆市修善寺  
  ２）箇所名：谷戸沢右支川地区  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：1.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響

の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・谷戸山沢右支川地区は静岡県伊豆市修善寺に位置し、保全対象として人家 57 戸及び国道

136 号（緊急輸送路）がある砂防指定地である。 

 土石流発生によって国道 136 号（緊急輸送路）が被災した場合には、周辺地域一体に甚大

な影響を及ぼすことが想定され、不安定土砂が厚く堆積している谷戸山沢右支川上流では

早急に土石流対策を実施する必要があるため、令和２年度より事業間連携事業として着手

し、道路事業と連携し防止施設を整備する。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.3億円 2.8億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：5.5億円 

       残存価値  ：1.8億円 
 

 【主な根拠】 人家：57戸    
 国道：235m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

57 - - 有 - - - - - - 不良 不良 11.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：竹原Ｂ地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県伊豆市修善寺  
  ２）箇所名：竹原Ｂ地区  
  ３）諸 元：擁壁工  
 ４）総事業費：4.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：急傾斜地崩壊防止施設を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や

経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 
・当該地区は、静岡県伊豆市中心部に位置し、保全対象として人家 28戸、有料老人ホーム（要

配慮者施設）、第一次緊急輸送路である国道 136号を含む急傾斜地である。がけ崩れ発生に

よって緊急輸送路が被災した場合には、周辺地域一体に甚大な影響を及ぼすことが想定さ

れ、地形が急峻で地質が脆弱な当該箇所は早急に崩壊防止対策を実施する必要があるため、

令和２年度より事業着手して、道路事業と連携し防止施設を整備する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 14億円 3.6億円 3.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.9億円 

       残存価値  ：6.4億円 
 

 【主な根拠】 人家：28（44）戸    
 要配慮者利用施設：1施設  
 国道：330m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

28（44） 1 重要 - - - - - - - 34 39 谷地形 明瞭 - 軟岩 常時 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
遷急線

オーバーハ
ングの有無

災害情報の提
供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

地盤の状況 湧水の有無 植生の状況避難の実績 斜面の高さ
斜面の平均
勾配

斜面
形状

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
   

 箇所名：両島山本地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県浜松市天竜区両島  
  ２）箇所名：両島山本地区  
  ３）諸 元：擁壁工  
 ４）総事業費：3.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：急傾斜地崩壊防止施設を整備し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や

経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地区は静岡県浜松市天竜区に位置し、保全対象として人家 13 戸及び主要地方道天竜東

栄線がある急傾斜地である。がけ崩れ発生によって緊急輸送路が被災した場合には、周辺

地域一体に甚大な影響を及ぼすことが想定され、地形が急峻で地質が脆弱な当該箇所は早

急に崩壊防止対策を実施する必要があるため、令和２年度より事業着手して、道路事業と

連携し防止施設を整備する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 5.0億円 3.0億円 1.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：3.8億円 

       残存価値  ：1.3億円 
 

 【主な根拠】 人家：13戸    
 県道：400m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

- 



様式Ｃ 
   

 箇所名：御津川第4支川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛知県豊川市金野  
  ２）箇所名：御津川第4支川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人家16戸、一般県道豊川蒲郡線を土砂災害から保全し、地域
生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、荒廃状況が著しく、不安定土砂が多量に堆積しているため、次期出水

により下流の保全対象に甚大な被害を及ぼす恐れがあることから道路事業と連携

し、早期の土砂災害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.3億円 1.3億円 6.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：8.22億円 

       残存価値  ：0.12億円 
 

 【主な根拠】 人家：16戸    
 重要公共施設：2施設  
 県道：156m  
 市道：681m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：日沢（Ⅱ）区域事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛知県豊田市御作町地内  
  ２）箇所名：日沢（Ⅱ）区域  
  ３）諸 元：擁壁工 L=120m  
 ４）総事業費：1.3億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 
・道路事業と連携し要配慮者利用施設である御作こども園、人家１戸及び第２次緊急

輸送道路である県道瀬戸設楽線を土砂災害から保全し、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、強風化花崗岩で、その崖下には住宅がせまっており、非常な危険な状

態であるため、地元住民から事業への要望が非常に強い箇所である。急傾斜地の崩

壊により、保育園、人家及び第２次緊急輸送路である県道瀬戸設楽線への被害が懸

念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2.7億円 1.3億円 2.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2.7億円  
        残存価値：0.07億円  
 【主な根拠】 人家  ：1戸    
 保育園：1施設  
  
  

県道  ：60m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度 工事に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：小平谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：三重県度会郡大紀町  
  ２）箇所名：小平谷  
  ３）諸 元：堰堤工、取付護岸工  
 ４）総事業費：1.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

堰堤工等の整備により土石流から住民等の生命を守り、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、渓岸侵食による荒廃が著しく、多くの不安定土砂が河床に堆積してお

り、今後の降雨により土石流が発生する恐れがあり、災害発生時には人家１０戸及

び、主要地方道紀勢インター線（緊急輸送路）に影響を及ぼすことが予想される。

このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ８．１億円 ４．５億円 １．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．８７億円 

       残存価値  ：０．２３億円 
 

 【主な根拠】 人家：１０戸    
 県道：１９８m  
   
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：大谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：三重県度会郡大紀町  
  ２）箇所名：大谷川  
  ３）諸 元：堰堤工、取付護岸工  
 ４）総事業費：4.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

堰堤工等の整備により土砂・洪水氾濫等から住民等の生命を保全し、地域生活等や
経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、渓岸侵食による荒廃が著しく、多くの不安定土砂が河床に堆積してお

り、今後の降雨により土砂・洪水氾濫等が発生する恐れがあり、災害発生時には人

家８戸及び、ＪＲ紀勢線に影響を及ぼすことが予想される。このことから河川事業

と連携し、早期の土砂災害被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７．９億円 ３．９億円 ２．０   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．５５億円 

       残存価値  ：０．３０億円 
 

 【主な根拠】 人家：８戸    
 鉄道：３３５m  
 町道：５８０m  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：奥出の谷（２）事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：三重県度会郡南伊勢町  
  ２）箇所名：奥出の谷（２）  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

堰堤工等の整備により土石流から住民等の生命を守り、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、渓岸侵食による荒廃が著しく、多くの不安定土砂が河床に堆積してお

り、今後の降雨により土石流が発生する恐れがあり、災害発生時には人家１７戸及

び、一般県道伊勢路伊勢線に影響を及ぼすことが予想される。このことから道路事

業と連携し、早期の土砂災害被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ８．５億円 １．８億円 ４．７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：８．３８億円 

       残存価値  ：０．１４億円 
 

 【主な根拠】 人家：１７戸    
 県道：７０m  
 町道：２３０m  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

17 - - - - - - - - - 不良 不良 10.7 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：西ノ谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：三重県南牟婁郡紀宝町  
  ２）箇所名：西ノ谷  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

堰堤工等の整備により土石流から住民等の生命を守り、地域生活等や経済への影 
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、渓岸侵食による荒廃が著しく、多くの不安定土砂が河床に堆積してお

り、今後の降雨により土石流が発生する恐れがあり、災害発生時には人家３９戸及

び避難所、主要地方道紀宝川瀬線に影響を及ぼすことが予想される。このことから

道路事業と連携し、早期の土砂災害被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３４億円 ４．５億円 ７．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３３．７５億円 

       残存価値  ： ０．３８億円 
 

 【主な根拠】 人家：３９戸    避難所：１施設  
 県道：５００m  
 町道：３，０００m  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

39 - - 有 - - - - - - 不良 不良 17.9 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：かぶち谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：三重県南牟婁郡紀宝町  
  ２）箇所名：かぶち谷  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

堰堤工等の整備により土石流から住民等の生命を守り、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、渓岸侵食による荒廃が著しく、多くの不安定土砂が河床に堆積してお

り、今後の降雨により土石流が発生する恐れがあり、災害発生時には人家５戸及び、

一般県道小船紀宝線に影響を及ぼすことが予想される。このことから道路事業と連

携し、早期の土砂災害被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ８．１億円 ４．５億円 １．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．８１億円 

       残存価値  ：０．２６億円 
 

 【主な根拠】 人家：５戸    
 県道：１２０m  
 町道：４００m  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

5 - - - - - - - - - 不良 不良 19.5 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：大川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：三重県熊野市金山町  
  ２）箇所名：大川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：10億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

堰堤工等の整備により土石流から住民等の生命を守り、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、渓岸侵食による荒廃が著しく、多くの不安定土砂が河床に堆積してお

り、今後の降雨により土石流が発生する恐れがあり、災害発生時には人家７２戸及

び、主要地方道御浜北山線に影響を及ぼすことが予想される。このことから道路事

業と連携し、早期の土砂災害被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５０億円 ７．９億円 ６．３   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：４９．１１億円 

       残存価値  ： ０．４５億円 
 

 【主な根拠】 人家：７２戸    
 県道：５８０m  
 市道：１，１２０m  
    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

72 - - - - - - - - - 不良 不良 6.5 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
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情報等の
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人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：堀川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福井県三方上中郡若狭町  
  ２）箇所名：堀川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：2.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、平成11年8月の集中豪雨で土砂が流出し、人家などに被害が発生した。

流域内の河床には不安定土砂が堆積しており、今後の集中豪雨等により下流域に流

出する恐れがある。このことから早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 37億円 8.7億円 4.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：37.5億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：76戸  
 県道：200m  
 町道：390m  
 
４．検討 

 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

76 - - 有 H11 - - - - - 不良 不良 5.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 本体工事の着手 
 
６．関係者の意見 
   若狭町、地域住民から早期完成に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：田ノ谷川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福井県福井市  
  ２）箇所名：田ノ谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：3.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、平成16年7月の福井豪雨で土砂が流出し、人家などに被害が発生した。

流域内の河床には不安定土砂が堆積しており、今後の集中豪雨等により下流域に流

出する恐れがある。このことから早期の土砂災害対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 17億円 7.7億円 2.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：17.4億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：26戸  
 市道：326m  
 
４．検討 

 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

26 - - 有 H16 - 15 - - - 不良 不良 11.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 本体工事の着手 
 
６．関係者の意見 
   福井市、地域住民から早期完成に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：井根谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福井県小浜市  
  ２）箇所名：井根谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：2.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を
図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、平成29年10月の台風21号で土砂が流出し、人家などに被害が発生した。

流域内の河床には不安定土砂が堆積しており、今後の集中豪雨等により下流域に流

出した場合、人的被害、国道１６２号（緊急輸送路）の寸断による地域生活等や経

済への影響が懸念される。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害対策が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 33億円 2.2億円 15.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：33.5億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：43戸  
 国道：290m  
 市道：845m  
 
４．検討 

 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

43 - - 有 H29 - 7 - - - 不良 不良 5.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 丈量測量に着手 
 
６．関係者の意見 
   小浜市、地域住民から早期完成に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：境ヶ谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福井県小浜市  
  ２）箇所名：境ヶ谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、平成29年10月の台風21号で土砂が流出し、人家などに被害が発生した。

流域内の河床には不安定土砂が堆積しており、今後の集中豪雨等により下流域に流

出した場合、人的被害、国道１６２号（緊急輸送路）の寸断による地域生活等や経

済への影響が懸念される。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害対策が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 26億円 1.6億円 16.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：26.4億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：34戸  
 国道：200m 

 
 

 市道：765m  
 
４．検討 

 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

34 - - 有 H29 - 7 - - - 不良 不良 5.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 丈量測量に着手 
 
６．関係者の意見 
   小浜市、地域住民から早期完成に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   
 箇所名：坪谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：滋賀県長浜市  
  ２）箇所名：坪谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：1.8億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

・土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行
い、集落等への直接的な被害を防止し、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 

  ２）必要性： 
・当該流域には随所に渓岸侵食に伴う崩壊地が存在し、渓床には不安定土砂が厚く堆

積していることから、一旦土石流が発生した場合、32戸の家屋、県道高山長浜線（緊

急輸送路）等の保全対象に甚大な被害が予想される。このことから道路事業と連携

し、早期の土砂災害防止対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 25億円 7.1億円 3.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：24億円 

       残存価値  ：0.17億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：8.3ha  
 人家：32戸  
 重要公共施設：2施設  
 県道：314m  市道：1,825m    等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 

 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する要望がある。 

 

32 2 - 有 - - - - - - - 不良 3.0 - - - -
協力が得ら
れる

有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   
 箇所名：大君ヶ畑２地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：滋賀県犬上郡多賀町  
  ２）箇所名：大君ヶ畑２地区  
  ３）諸 元：擁壁工  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   

１） 目  的： 
・降雨により斜面崩壊等が発生する可能性が高い斜面に対して対策施設の整備を行い、 
斜面崩壊等による国道306号への被害、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・事業区域は最大がけ高が55mかつ最急勾配が54度の急傾斜地であり、降雨により斜

面崩壊等が発生した場合、人家14戸と避難所及び国道（緊急輸送路）に甚大な被害

が生じると想定され、道路事業と連携し早期の土砂災害防止対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.1億円 2.1億円 3.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：8.1億円 

       残存価値  ：0.12億円 
 

 【主な根拠】 人家：14戸    
 重要公共施設：2施設  
 国道：5m  
 町道：270m 避難所  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 擁壁工に着手予定  
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：猪ノ谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：京都府京都市左京区八瀬秋元町  
  ２）箇所名：猪ノ谷川  
  ３）諸 元：山腹工   
 ４）総事業費：１．８億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の整備により下流保全対象の被害、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 
・当該地区は、平成２０年度までに堰堤２基完成しているが、上流堰堤の右岸側山腹が

崩壊し、堰堤の堆砂容量を上回る土砂流出が発生した。崩壊土砂量が２万ｍ3と推定

されており 今後の降雨により、１級河川高野川が埋塞するおそれがあり、河川事業

と連携し、早期に対策を行う必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 46億円 2.0億円 23.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：46億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：52戸    
 市道：45m 等  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：炭山谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：京都府宇治市炭山  
  ２）箇所名：炭山谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：３．２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の整備により下流保全対象の被害、地域生活等や経済への影響の軽減を図
る。  

  ２）必要性： 
・当該地区は、平成２４年の集中豪雨で土石流が発生し、人家１戸全壊の被害が発生

したところである。渓流には不安定土砂が堆積した状況にあり、今後の降雨により

再度災害のおそれがある。土石流等が発生した場合、人的被害、府道二尾木幡線の

寸断による地域生活等や経済への影響が懸念されるため、道路事業と連携し早期に

対策を行う必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 39億円 5.5億円 7.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：39億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：39戸    
 府道：84m  
 市道：240m 等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 

 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
  
 箇所名：門前川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：京都府相楽郡和束町門前  
  ２）箇所名：門前川  
  ３）諸 元：砂防堰堤 渓流保全工  
 ４）総事業費：４．５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の整備により下流保全対象への被害、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地区は、人家１７戸及び市道を保全対象とする渓流である。土石流等により市

道が遮断され、孤立が発生のおそれがあり、河川事業と連携し早期に対策を行う必

要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 15億円 4.5億円 3.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：15億円 

       残存価値  ：0.3億円 
 

 【主な根拠】 人家：17戸    
 市道：474m 等  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：イガ口川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：京都府与謝郡伊根町平田   
  ２）箇所名：イガ口川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：２．４億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の整備により下流保全対象の被害、地域生活等や経済への影響の軽減を図
る。  

  ２）必要性： 
・当該地区は、人家２０戸、府道伊根港線、伊根小学校及びおぎなぎの家（要配慮者

利用施設）を保全対象とする渓流である。今後の大雨により土砂災害の発生が懸念

されるため、道路事業と連携し早期に対策を行う必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 29億円 2.8億円 10.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：29億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：20戸    
 重要公共施設：２施設  
 府道：49m  
 市道：270m 等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：北川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府豊能郡能勢町天王  
  ２）箇所名：北川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：４.２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の 
軽減を図る。  

  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家１１戸や緊急輸送道
路の国道１７３号、指定避難所の天王小学校等への被害が懸念される。重大な被害
や地域の避難体制に大きな影響が予想されるため、道路事業と連携し早期の土石流
対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２３億円 ８.４億円 ２.７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２２.８億円 

       残存価値  ：０.４５億円 
 

 【主な根拠】 人家：１１戸    
 小学校：１施設  
 国道：２００m 

 

 
 市町村道：２５０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路



様式Ｃ 
    

 箇所名：北川支川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府交野市倉治、枚方市津田  
  ２）箇所名：北川支川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：２.７億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家１２２戸や緊急輸送
道路の国道第二京阪道路、要配慮者利用施設等への被害が懸念される。重大な被害
や地域の避難体制に大きな影響が予想されるため、道路事業と連携し早期の土石流
対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９５億円 ２.９億円 ３２．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９４.５億円 

       残存価値  ：０.１８億円 
 

 【主な根拠】 人家：１２２戸    
 要配慮者利用施設：１施設  
 国道：９０m 

 

 
 市町村道：３２３m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

122 2 重要 有 - - - - - - 不良 不良 6.6 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

  



様式Ｃ 
  
 箇所名：国分東条第三支渓事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府柏原市国分東条町  
  ２）箇所名：国分東条第三支渓  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：３.６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影

響の軽減を図る。  
  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家４１戸や、緊急輸送

道路の国道２５号への被害が懸念される。重大な被害や地域の避難体制に
大きな影響が予想されるため、道路事業と連携し早期の土石流対策が必要
である。 

 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２８億円 ３.２億円 ８.８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２７．４億円 

       残存価値  ：０．２７億円 
 

 【主な根拠】 人家：４１戸    
 重要公共施設：２施設（国道、市道）  
 国道：220m  
 市道：387m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

41 2 - 有 H29 - - - - - 不良 不良 19.6 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  
  



様式Ｃ 
  
 箇所名：千早川支川千早川（７）事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府南河内郡千早赤阪村千早  
  ２）箇所名：千早川支川千早川（７）  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：３.１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減 
を図る。  

  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家７１戸や府道富田林
五条線（避難路）、要配慮者利用施設（診療所）等への被害が懸念される。重大な
被害や地域の避難体制に大きな影響が予想されるため、道路事業と連携し早期の土
石流対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５９億円 ２．８億円 ２１．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：５８.５億円 

       残存価値  ：０.１６億円 
 

 【主な根拠】 人家：７１戸    
 重要公共施設：２施設（府道・公民館）  
 要配慮者利用施設：１施設（診療所）  
 府道：５７０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

71 2 一般 無 - - - - - - 不良 不良 9.5 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

  



様式Ｃ 
  
 箇所名：父鬼川右第一支川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府和泉市坪井町  
  ２）箇所名：父鬼川右第一支川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：２.１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影

響の軽減を図る。  
  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家１０５戸や広域緊急

交通路の旧国道１７０号線への被害が懸念される。重大な被害や地域の避難体制に
大きな影響が予想されるため、道路事業と連携し早期の土石流対策が必要である。 

 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７４億円 １.９億円 ３８.９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７４.１億円 

       残存価値  ：０.０９億円 
 

 【主な根拠】 人家：１０５戸    
 重要公共施設：１施設（国道）  
 国道：３５５m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

105 1 - 有 - - - - - - 不良 極めて不良 15.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 



様式Ｃ 
  
 箇所名：近木川第一支渓地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府貝塚市蕎原  
  ２）箇所名：近木川第一支渓  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：１.３億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影

響の軽減を図る。  
  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家１６戸や、要配慮者

利用施設及び主要地方道の岸和田牛滝山貝塚線（避難路）への被害が懸念される。
重大な被害や地域の避難体制に大きな影響が予想されるため、道路事業と連携し早
期の土石流対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １９億円 １．７億円 １１．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１８．５億円 

       残存価値  ：０.２４億円 
 

 【主な根拠】 人家：１６戸    
 要配慮者利用施設１施設  
 府道：９４m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

16 1 一般 有 - - - - - - 不良 不良 20.0 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
   
 



様式Ｃ 
  
 箇所名：下大木渓事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府泉佐野市大木  
  ２）箇所名：下大木渓  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：２.２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影

響の軽減を図る。  
  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家３３戸や市町村地域

防災計画に位置付けられた指定避難路の主要地方道泉佐野内田線及び指定避難所
である小学校への被害が懸念される。重大な被害や地域の避難体制に大きな影響が
予想されるため、道路事業と連携し早期の土石流対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３８億円 ２.５億円 １５.２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３７.５億円 

       残存価値  ：０.１３億円 
 

 【主な根拠】 人家：３３戸  
 重要公共施設：２施設（小学校、府道）  
 府道：２２４m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

33 2 - 有 - - - - - - 不良 極めて不良 6.8 未整備 - -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 
 



様式Ｃ 
  
 箇所名：牛滝川右１事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪府岸和田市内畑町  
  ２）箇所名：牛滝川右１  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：６.３億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防堰堤の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影 

響の軽減を図る。  
  ２）必要性：当該地域は、当該渓流で土石流が発生した場合、人家５８戸や主要地方道

岸和田牛滝山貝塚線（避難路）、医院及び公民館への被害が懸念される。重大な被
害や地域の避難体制に大きな影響が予想されるため、道路事業と連携し早期の土石
流対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ４４億円 ６．０億円 ７．３   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：４４．１億円 

       残存価値  ：０.３３億円 
 

 【主な根拠】 人家：５８戸    
 重要公共施設：１施設（府道）  
 府道：２８３m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：高次川(2)事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県三田市高次  
  ２）箇所名：高次川(2)  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家123戸の被害が軽
減される。また、国道176号等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は
大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

・保全対象の国道176号は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要な区間
である。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 114億円 1.4億円 81.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：114億円  
        残存価値  ：0.08億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：14.6ha 

 
 

        人家：123戸  
        重要公共施設：3施設  
 国道：360m  
 市道：3,140m  
 小学校  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：三ツ森谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県多可郡多可町加美区奥荒田  
  ２）箇所名：三ツ森谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：2.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家9戸の被害が軽減

される。また、県道加美宍粟線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響

は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 
・保全対象の県道加美宍粟線は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要な
区間である。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.4億円 2.2億円 3.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.2億円  
        残存価値  ：0.14億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.5ha 

 
 

        人家：9戸  
        重要公共施設：2施設  
 県道：222m  
 町道：338m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：三谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県神崎郡神河町南小田  
  ２）箇所名：三谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家17戸の被害が軽減

される。また、県道加美宍粟線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響

は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 14億円 1.7億円 8.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：14億円  
        残存価値  ：0.10億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.8ha 

 
 

        人家：17戸  
        重要公共施設：2施設  
 県道：200m  
 町道：200m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：山田下谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県神崎郡神河町山田  
  ２）箇所名：山田下谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家17戸の被害が軽減

される。また、県道加美宍粟線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響

は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 
・保全対象の県道加美宍粟線は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要な
区間である。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9.0億円 1.7億円 5.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：8.9億円  
        残存価値  ：0.11億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.8ha 

 
 

        人家：11戸  
        重要公共施設：2施設  
 県道：76m  
 町道：360m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：青木川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県佐用郡佐用町西下野  
  ２）箇所名：青木川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家10戸の被害が軽減

される。また、県道宍粟下徳久線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影

響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 
・保全対象の県道宍粟下徳久線は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要
な区間である。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要があ
る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 11億円 2.0億円 5.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11億円  
        残存価値  ：0.13億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.1ha 

 
 

        人家：10戸  
        重要公共施設：2施設  
 県道：270m  
 町道：140m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   
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様式Ｃ 
   

 箇所名：上ノ谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県宍粟市山崎町加生  
  ２）箇所名：上ノ谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：2.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家107戸の被害が軽

減される。また、県道宍粟下徳久線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える

影響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 
・保全対象の県道宍粟下徳久線は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要
な区間である。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要があ
る。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 99億円 2.3億円 43.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：99億円  
        残存価値  ：0.15億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：12.4ha 

 
 

        人家：107戸  
        重要公共施設：3施設  
 県道：292m  
 市道：1,167m  
 高等学校  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  

107 3 - - H30 - - - - - 不良 不良 18.0 未整備 - - - - 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：尾鼻川(1)事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県宍粟市山崎町青木  
  ２）箇所名：尾鼻川(1)  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家15戸の被害が軽減

される。また、県道宍粟下徳久線等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影

響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 
・保全対象の県道宍粟下徳久線は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要
な区間である。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要があ
る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 18億円 2.0億円 9.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：18億円  
        残存価値  ：0.12億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：3.4ha 

 
 

        人家：15戸  
        重要公共施設：2施設  
 県道：210m  
 市道：475m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   

15 2 - - - - - - - - 不良 不良 11.0 未整備 - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：大糠川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県美方郡香美町村岡区大糠  
  ２）箇所名：大糠川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：2.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家9戸の被害が軽減

される。また、国道9号等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大き

く、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

・保全対象の国道9号は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要な区間で

ある。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.5億円 2.1億円 3.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.4億円  
        残存価値  ：0.13億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：6.0ha 

 
 

        人家：9戸  
        重要公共施設：2施設  
 県道：250m  
 町道：530m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   

9 2 - 有 - - - - - - 不良 不良 14.0 未整備 - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：高瀬川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県朝来市和田山町宮田  
  ２）箇所名：高瀬川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家43戸の被害が軽減

される。また、国道9号等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大き

く、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

・保全対象の国道9号は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要な区間で

ある。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 61億円 2.1億円 29.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：61億円  
        残存価値  ：0.12億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：7.9ha 

 
 

        人家：43戸  
        重要公共施設：3施設  
 国道：255m  
 市道：1,040m  
 小学校  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  

43 3 重要 有 - - - - - - 不良 不良 9.0 未整備 - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：西山川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県朝来市生野町口銀谷  
  ２）箇所名：西山川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：2.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家23戸の被害が軽減

される。また、国道312号等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大

きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

・保全対象の国道312号は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要な区間

である。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 21億円 2.3億円 9.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：21億円  
        残存価値  ：0.14億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：2.3ha 

 
 

        人家：23戸  
        重要公共施設：3施設  
 国道：87m  
 市道：594m  
 ＪＲ：138m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  

23 3 - 有 - - - - - - 不良 不良 14.0 未整備 - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：浜川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県淡路市釜口  
  ２）箇所名：浜川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土石流被害について事業実施により、人家30戸の被害が軽減

される。また、国道28号等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大き

く、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

・保全対象の国道28号は、緊急輸送道路に指定されているなど、防災上重要な区間で

ある。そこで、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 25億円 1.3億円 18.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：24億円  
        残存価値  ：0.08億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.3ha 

 
 

        人家：30戸  
        重要公共施設：2施設  
 国道：175m  
 市道：880m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

30 2 - - - - - - - - 不良 不良 9.0 未整備 - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
   

 箇所名：空山川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県宍粟市千種町河内  
  ２）箇所名：空山川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土砂・洪水氾濫等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫等の害について事業実施により、人家14戸の

被害が軽減される。また、流出する土砂による河道閉塞の形成・決壊等により市道

等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、河川事業と連携し、

集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 12億円 2.2億円 5.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：12億円  
        残存価値  ：0.13億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：3.3ha 

 
 

        人家：14戸  
        重要公共施設：1施設  
 市道：680m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 
  

14 1 - - - - - - - - 不良 不良 8.0 未整備 - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配



様式Ｃ 
    

 箇所名：カンダキ川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県養父市長野  
  ２）箇所名：カンダキ川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：1.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土砂・洪水氾濫等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫等の害について事業実施により、人家22戸の

被害が軽減される。また、流出する土砂による河道閉塞の形成・決壊等により市道

等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、河川事業と連携し、

集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 21億円 2.3億円 9.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：21億円  
        残存価値  ：0.13億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：8.4ha 

 
 

        人家：22戸  
        重要公共施設：1施設  
 市道：720m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   
 箇所名：鴨内川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県丹波市氷上町鴨内  
  ２）箇所名：鴨内川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防事業を実施し、土石流等から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・計画規模の降雨による土砂・洪水氾濫等の被害について事業実施により、人家8戸

の被害が軽減される。また、流出する土砂による河道閉塞の形成・決壊等により県

道等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、河川事業と連携し、

集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 11億円 9.5億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：10億円  
        残存価値  ：0.42億円  
 【主な根拠】 想定氾濫面積：8.4ha 

 
 

        人家：8戸  
        重要公共施設：2施設  
 県道：1,285m  
 市道：50m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：大願寺（3）地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県佐用郡佐用町円応寺  
  ２）箇所名：大願寺（3）地区  
  ３）諸 元：がけ高23m、斜面勾配37°、主要施設：重力式擁壁工  
 ４）総事業費：1.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：急傾斜地崩壊対策を実施し、斜面崩壊から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・土砂崩落等による被害について、事業実施により、人家10戸の被害が軽減される。

また、国道373号（緊急輸送道路）、JR姫新線等が寸断された場合の地域生活や経

済に与える影響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要が

ある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.7億円 1.1億円 4.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4.7億  
 【主な根拠】 人家：10戸  
 重要公共施設2  
 国道：20m  
 JR姫新線：48m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 重力式擁壁工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：林崎（2）地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県佐用郡佐用町林崎  
  ２）箇所名：林崎（2）地区  
  ３）諸 元：がけ高50m、斜面勾配32°、主要施設：重力式擁壁工  
 ４）総事業費：1.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：急傾斜地崩壊対策を実施し、斜面崩壊から住民の生命を保全する。  
  ２）必要性： 

・土砂崩落等による被害について、事業実施により、人家11戸の被害が軽減される。

また、国道179号（緊急輸送道路）、町道等が寸断された場合の地域生活や経済に

与える影響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.5億円 1.3億円 5.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.5億  
 【主な根拠】 人家：11戸  
 重要公共施設2  
 国道：75m  
 町道：216m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 重力式擁壁工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：坪内地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：奈良県天川村坪内  
  ２）箇所名：坪内地区  
  ３）諸 元：アンカー工  
 ４）総事業費：20億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、奈良県南部の天川村に位置し、保全対象として人家55戸を含む地すべ

りである。平成27年7月19日に台風11号の影響により地すべりが発生し、地すべり

末端部の人家1戸が全壊、2戸が半壊、人家5戸が一部損壊した。緊急対策として平

成27年9月に災害関連緊急地すべり対策事業が採択され、水抜き対策工事に着手し

ている。引き続き地すべり抑止対策を実施し、人家や要配慮者利用施設等を保全す

る必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 45億円 24億円 1.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：45億円 

       残存価値  ：0.00億円 
 

 【主な根拠】 人家：55戸    
 県道：90m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に過年度事業に引き続き、斜面対策工事に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：あたぎ谷川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：和歌山県日高郡日高川町高津尾地内  
  ２）箇所名：あたぎ谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工、流木止工  
 ４）総事業費：９．０億円 
 
２． 目的及び必要性   
１） 目  的：日高川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可

能性が高い流域において集中的な対策施設の整備を行い、流出する土砂、流木量
を低減し、下流の高津尾地区の家屋や日高川町役場中津支所等、第２次緊急輸送
路である主要県道御坊美山線を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、最近の豪雨により河川内に土砂堆積が確認されており、地元から土砂・

洪水氾濫に対する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。土砂・洪水氾濫により、

人家や第２次緊急輸送路である主要県道御坊美山線、日高川町役場中津支所等への

被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １３９億円 ８．５億円 １６．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１３８．５億円 

       残存価値  ：０．５億円 
 

 【主な根拠】 人家：１３１戸    
 重要公共施設：６施設  
 県道：２００m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：川上川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鳥取県東伯郡湯梨浜町  
  ２）箇所名：川上川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：１．６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の整備を推進し被害を軽減させ、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地は、保全対象として人家7戸、県道倉吉川上青谷線を抱える土石流危険渓流

である。本渓流は、荒廃の進行による山腹崩壊が多くみられ、河道内には崩壊土砂

の堆積が多くみられることから土石流の発生の危険性が高い渓流と言える。このこ

とから、道路事業と連携し早期の砂防堰堤整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １２億円 ３．０億円 ４．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１２億円 

       残存価値  ：０．１５億円 
 

 【主な根拠】 人家：７戸    
 重要公共施設：２施設  
 県道：４６０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：上サコ川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鳥取県西伯郡南部町  
  ２）箇所名：上サコ川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：１．３億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の整備を推進し被害を軽減させ、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地は、保全対象として人家4戸、県道西伯根雨線（緊急輸送路）を抱える土石

流危険渓流である。本渓流は、荒廃の進行による山腹崩壊が多くみられ、河道内に

は崩壊土砂の堆積が多くみられることから土石流の発生の危険性が高い渓流と言

える。このことから、道路事業と連携し早期の砂防堰堤整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ８．０億円 １．８億円 ４．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．９億円 

       残存価値  ：０．１０億円 
 

 【主な根拠】 人家：4戸    
 重要公共施設：２施設  
 県道：２１０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：日の詰川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鳥取県日野郡江府町  
  ２）箇所名：日の詰川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：３．４億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の整備の推進し被害を軽減させ、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地は、保全対象として人家17戸、県道上徳山俣野江府線を抱える土石流危険渓

流である。本渓流は、荒廃の進行による山腹崩壊が多くみられ、河道内には崩壊土

砂の堆積が多くみられることから土砂・洪水氾濫等の発生の危険性が高い渓流と言

える。このことから、早期の砂防堰堤整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２０億円 ５．１億円 ４．０   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２０億円 

       残存価値  ：０．３２億円 
 

 【主な根拠】 人家：17戸    
 重要公共施設：２施設  
 県道：２４０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：虚空蔵谷川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鳥取県日野郡日南町  
  ２）箇所名：虚空蔵谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：３．１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の整備を推進し被害を軽減させ、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地は、保全対象として人家11戸、県道安来伯太日南線を抱える土石流危険渓流

である。本渓流は、荒廃の進行による山腹崩壊が多くみられ、河道内には崩壊土砂

の堆積が多くみられることから土石流の発生の危険性が高い渓流と言える。このこ

とから、早期の砂防堰堤整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９．６億円 ５．６億円 １．７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９．３億円 

       残存価値  ：０．２９億円 
 

 【主な根拠】 人家：11戸    
 重要公共施設：１施設  
 県道：２０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：三保市谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県飯石郡  
  ２）箇所名：三保市谷  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：0.92億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土砂及び倒木の流出による、家屋や公共施設への被害、地域生活等や経済への影響
の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や県道吉田頓原線に甚大な

被害が生じると想定され、県道吉田頓原線が寸断された場合、地域生活や経済に与

える影響は大きい。このことから道路事業と連携し早期の土砂災害防止が必要であ

る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.5億円 1.1億円 4.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4.4億円 

       残存価値  ：0.07億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：2.6ha  
 人家：3戸 

重要公共施設：1施設 

県道：170m 

 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：大谷川Ｃ事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県仁多郡  
  ２）箇所名：大谷川Ｃ  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：1.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土砂及び倒木の流出による家屋や公共施設への被害、地域生活等や経済への影響の
軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や主要地方道上阿井八川線

に甚大な被害が生じると想定され、主要地方道上阿井八川線が寸断された場合、地

域生活や経済に与える影響は大きい。このことから道路事業と連携し早期の土砂災

害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.3億円 1.2億円 3.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4.2億円 

       残存価値  ：0.07億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：2.3ha  
 人家：1戸 

重要公共施設：2施設 

県道：150m 

町道：250m 

 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  
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様式Ｃ 
  
 箇所名：清水谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県出雲市佐田町一窪田  
  ２）箇所名：清水谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：0.95億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：清水谷川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土石流等による一般県道佐田小田停車場線への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や一般県道佐田小田停車場

線に甚大な被害が生じると想定され、一般県道佐田小田停車場線が寸断された場合、

地域生活や経済に与える影響は大きい。このことから道路事業と連携し、早期の土

砂災害防止が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 11億円 1.1億円 10.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11億円 

       残存価値  ：0.08億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：10戸  
 年平均浸水被害軽減面積：2.5ha 

 

 
 重要公共的施設：2施設  
 県道：160m  
 市道：240m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：山崎川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県出雲市河下町  
  ２）箇所名：山崎川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：0.95億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：山崎川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を

行い、土石流等による一般県道鰐淵寺線への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や一般県道鰐淵寺線に甚大

な被害が生じると想定され、一般県道鰐淵寺線が寸断された場合、地域生活や経済

に与える影響は大きい。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害防止が必

要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 16億円 1.1億円 14.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：16億円 

       残存価値  ：0.07億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：5戸  
 年平均浸水被害軽減面積：1.4ha  
 重要公共施設：3施設 

 

 
  県道：70m、市道：150m  

 鰐淵小学校  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：御田・二事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県出雲市佐田町須佐  
  ２）箇所名：御田・二  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：3.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：御田・二において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土石流等による主要地方道湖陵掛合線への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や主要地方道湖陵掛合線に

甚大な被害が生じると想定され、主要地方道湖陵掛合線（第2次緊急輸送路）が寸

断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。このことから道路事業と連

携し、早期の土砂災害防止が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 15億円 2.7億円 5.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：14億円 

       残存価値  ：0.16億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：3戸  
 年平均浸水被害軽減面積：2.9ha  
 重要公共施設：3施設 

 

 
 県道：122m、市道：60m 

 

 
 須佐小学校  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：上三宅谷事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県邑智郡川本町久座仁  
  ２）箇所名：上三宅谷  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：0.80億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：上三宅谷において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土石流等による一般県道別府川本線への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や一般県道別府川本線に甚

大な被害が生じると想定され、一般県道別府川本線が寸断された場合、地域生活や

経済に与える影響は大きい。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害防止

が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 5.4億円 1.6億円 3.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：5.3億円 

       残存価値  ：0.09億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：6戸  
 年平均浸水被害軽減面積：1.4ha  
 重要公共的施設：2施設  
 県道：100m  

  町道：40m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
  
 箇所名：エビス谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県江津市跡市町  
  ２）箇所名：エビス谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：１．２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：エビス谷川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整

備を行い、土石流等による県道皆井田江津線及び県道跡市川平停車場線へ
の被害を軽減する。 

  ２）必要性： 
・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や県道皆井田江津線及び県

道跡市川平停車場線に甚大な被害が生じると想定され県道皆井田江津線及び県道

跡市川平停車場線が寸断された場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。この

ことから道路事業と連携し、早期の土砂災害防止が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.1億円 3.2億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：3.9億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：4戸    
 重要公共的施設：2施設  
 年平均浸水被害軽減面積：1.0ha  

 県道：200m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

  



様式Ｃ 
  
 箇所名：荒磯川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県江津市浅利町  
  ２）箇所名：荒磯川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：１．１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：荒磯川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を

行い、土石流等による国道9号への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や国道9号（第1次緊急輸送

路）に甚大な被害が生じると想定され国道9号が寸断された場合、地域生活や経済

に与える影響は大きい。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害防止が必

要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 3.0億円 1.4億円 2.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2.8億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：2戸 

   
 

 重要公共的施設：２施設  
         年平均浸水被害軽減面積：1.1ha  
 国道：150m 

 

 
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：柳C事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県浜田市旭町丸原  
  ２）箇所名：柳C  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：０．８０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：柳Cにおいて降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行

い、土石流等による県道浜田八重可部線への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や県道浜田八重可部線（第

2次緊急輸送路）に甚大な被害が生じると想定され県道浜田八重可部線が寸断され

た場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。このことから道路事業と連携し、

早期の土砂災害防止が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 3.7億円 1.0億円 3.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：3.6億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：8戸 

   
 

 重要公共的施設：1施設  
 年平均浸水被害軽減面積：1.2ha  
 県道：100m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
    

 箇所名：テキレ川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県益田市染羽町  
  ２）箇所名：テキレ川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：１．７億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：テキレ川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土石流等による県道益田澄川線への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や県道益田澄川線に甚大な

被害が生じると想定され県道益田澄川線が寸断された場合、地域生活や経済に与え

る影響は大きい。このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害防止が必要であ

る。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.0億円 1.9億円 4.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.8億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 人家：21戸    
 重要公共的施設：1施設  
 年平均浸水被害軽減面積：1.1ha  
 県道：140m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：本郷下谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県吉賀町柿木村福川  
  ２）箇所名：本郷下谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：０．９０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：本郷下谷川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整

備を行い、土石流等による県道新南陽津和野線への被害を軽減する。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土石流等が発生した場合人家や県道新南陽津和野線（第

2次緊急輸送路）に甚大な被害が生じると想定され県道新南陽津和野線が寸断され

た場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。このことから道路事業と連携し、

早期の土砂災害防止が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2.9億円 1.2億円 2.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2.8億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：2戸 

   
 

 重要公共的施設：1施設  
 年平均浸水被害軽減面積：1.1ha  
 県道：150m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：鳴谷川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県鹿足郡津和野町名賀  
  ２）箇所名：鳴谷川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：２．１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：鳴谷川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を

行い、土砂・洪水氾濫等による被害を未然に防ぐ。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土砂・洪水氾濫等が発生した場合人家や県道萩津和野線

に甚大な被害が生じると想定され県道萩津和野線が寸断された場合、地域生活や経

済に与える影響は大きい。このことから早期の土砂災害防止が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.5億円 5.5 1.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：8.4億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：10戸 

   
 

 重要公共的施設：２施設  
 年平均浸水被害軽減面積：1.1ha  
 県道：150m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
   

 箇所名：牧ノ谷川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島根県鹿足郡津和野町高峯  
  ２）箇所名：牧ノ谷川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：０．３０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：牧ノ谷川において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備

を行い、土砂・洪水氾濫等を未然に防ぐ。 
 
  ２）必要性： 

・事業区域では、降雨により土砂・洪水氾濫等が発生した場合人家や県道萩津和野線

（第2次緊急輸送道路）に甚大な被害が生じると想定され県道萩津和野線が寸断さ

れた場合、地域生活や経済に与える影響は大きい。このことから早期の土砂災害防

止が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9.3億円 6.1億円 1.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9.2億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家：7戸 

   
 

 重要公共的施設：１施設  
 年平均浸水被害軽減面積：1.1ha  
 県道：100m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

7 1 - - H25
死者行方不
明者あり

13 有 - 有 不良 不良 6.5 未整備 - - - - 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：光明谷大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県岡山市東区瀬戸町光明谷/寺地  
  ２）箇所名：光明谷  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：9.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防施設を整備することにより、人命、資産等の保全、地域生活等や経済

への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・本渓流では山腹崩壊や渓岸浸食が発生し、不安定土砂が堆積するなど荒廃が進行し

ており、このまま放置すれば土砂・洪水氾濫等の被害が発生する可能性が高く、被

災時には人家226戸、県道岡山赤穂線（第２次緊急輸送道路）、光明谷コミュニテ

ィハウスなどに甚大な被害が予想される。このことから、早期の土砂災害防止対策

の実施が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 165億円 7.8億円 21.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：164億円 

       残存価値  ：0.55億円 

 

 【主な根拠】 人家：226戸    
 事業所：1施設  
 県道：330m  
 市道：2,409m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

226 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 15.5 未整備 - - -
協力が得ら
れる

有

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：仁堀東谷大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県赤磐市仁堀東  
  ２）箇所名：仁堀東谷  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防施設を整備することにより、人命、資産等の保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。 

  ２）必要性： 
・本渓流では山腹崩壊や渓岸浸食が発生し、不安定土砂が堆積するなど荒廃が進行し

ており、このまま放置すれば土砂・洪水氾濫等の被害が発生する可能性が高く、被

災時には人家28戸、国道484号（第２次緊急輸送道路）、仁堀東区民館（指定避難

所）、仁堀郵便局などに甚大な被害が予想される。このことから、早期の土砂災害

防止対策の実施が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 28億円 4.3億円 6.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：28億円 

       残存価値  ：0.29億円 

 

 【主な根拠】 人家：28戸    
 事業所：2施設  
 県道：342m  
 市道：920m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

28 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 15.9 未整備 - - -
協力が得ら
れる

有

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：寺下川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県高梁市玉川町玉  
  ２）箇所名：寺下川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：5.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防施設の整備により、人命、資産等の保全し、地域生活等や経済への影響の軽
減を図る。 

  ２）必要性： 
・本渓流では山腹崩壊や渓岸浸食が発生し、不安定土砂が堆積するなど荒廃が進行し

ており、このまま放置すれば土砂・洪水氾濫等の被害が発生する可能性が高く、被

災時には人家45戸、玉川幼稚園（指定避難所・要配慮者利用施設）、デイサービス

センター（要配慮者利用施設）、県道宇戸谷高梁線、高梁玉川郵便局などに甚大な

被害が予想される。このことから、早期の土砂災害防止対策の実施が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 37億円 5.1億円 7.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：37億円 

       残存価値  ：0.42億円 

 

 【主な根拠】 人家：45戸    
 重要公共施設：2施設  
 事業所：1施設  
 県道：230m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

45 2 一般 有 - - - - - - 不良 不良 17.9 未整備 - - -
協力が得ら
れる

有

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：原川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県津山市一宮  
  ２）箇所名：原川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：砂防施設を整備することにより、人命、資産等を保全し、地域生活等や経

済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・本渓流では山腹崩壊や渓岸浸食が発生し、不安定土砂が堆積するなど荒廃が進行し

ており、このまま放置すれば土砂・洪水氾濫等の被害が発生する可能性が高く、被

災時には人家54戸、一宮公会堂などに甚大な被害が予想される。このことから、早

期の土砂災害防止対策の実施が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 48億円 4.4億円 10.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：47億円 

       残存価値  ：0.10億円 

 

 【主な根拠】 人家：54戸    
 事業所：3施設  
 市道：1,543m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 
  

54 0 - - - - - - - - 不良 不良 3.2 未整備 - - -
協力が得ら
れる

有

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

地形・
地質の
状況

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

保全人家戸
数

重要公共的
施設

植生の
状況

平均渓床
勾配

砂防設備
整備状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災



様式Ｃ 
  
 箇所名：小角地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県高梁市川上町上大竹  
  ２）箇所名：小角地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工、集水井工、受圧板アンカー工  
 ４）総事業費：2.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、 

本地区の人命、資産等の保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨の都度断続的に地すべり被害が生じており、地元から土砂災害に

対する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりによる河道閉塞の形成・

決壊により、当地区及び周辺の家屋や要配慮者利用施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 22億円 11億円 2.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：22億円  

 【主な根拠】 人家：31戸    
         事業所：1施設  
 県道：1,680m  
 市道：2,055m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

31 - 重要 有 50 一級水系 H16 - - - - - やや明瞭 部分的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
   



様式Ｃ 
  
 箇所名：土居地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県鏡野町土居  
  ２）箇所名：土居地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工、集水井工、杭工  
 ４）総事業費：2.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、本地区

の人命、資産等の保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨の都度断続的に地すべり被害が生じており、地元から土砂災害に

対する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりによる河道閉塞の形成・

決壊により、当地区及び周辺の家屋や要配慮者利用施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 31億円 6.7億円 4.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：31億円  

 【主な根拠】 人家：67戸    
 重要公共施設：1施設  
 国道：  280m  
 県道：  710m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

67 1 一般 有 170 一級水系 H30 - - - - - 明瞭 明瞭 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 



様式Ｃ 
    

 箇所名：園尾地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県高梁市巨瀬町  
  ２）箇所名：園尾地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工、集水井工、受圧板アンカー工  
 ４）総事業費：3.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、本地区

の人命、資産等の保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・当該地域は、豪雨の都度断続的に地すべり被害が生じており、地元から土砂災害に

対する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりにより、当地区及び周辺

の家屋や簡易水道施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 26億円 6.4億円 4.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：26億円  

 【主な根拠】 人家：14戸    
 重要公共施設：1施設  
 事業所：1施設  
 市道：1,827m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

14 1 - - - - H24 - - - - - やや明瞭 部分的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
    

 箇所名：天原地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県高梁市川上町地頭  
  ２）箇所名：天原地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工、集水井工、受圧板アンカー工  
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、本地区

の人命、資産等の保全を図り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成３０年７月豪雨を被災し、地元から土砂災害に対する懸念が大き

く、保全を求める要望が多い。地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、当地

区及び周辺の家屋や要配慮者利用施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 61億円 26億円 2.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：61億円  

 【主な根拠】 人家：76戸    
 国道：  327m  
 県道：  220m  
 市道：2,454m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

76 - - - - - H30 - - - - - 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
    

 箇所名：沼地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県津山市沼  
  ２）箇所名：沼地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工、杭工、アンカー工  
 ４）総事業費：0.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、本地区

の人命、資産等の保全を図り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成３０年７月豪雨を被災しており、地元から土砂災害に対する懸念

が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりにより、当地区及び周辺の家屋や要

配慮者利用施設等への被害が懸念される。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 243億円 15億円 15.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：243億円  

 【主な根拠】 人家：339戸    
 県道：2,200m  
 市道：4,956m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

339 - 重要 - - - H30 - - - - 有 明瞭 連続的 有 -
定期的に実

施
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：須川地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山口県岩国市錦町須川 地内  
  ２）箇所名：須川地区  
  ３）諸 元：排土工、アンカー工、法枠工  
 ４）総事業費：6.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

・地すべり事業を推進し、地すべりの安定を図ることにより、下流域の人命や資産等
を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 

 
  ２）必要性： 

・本地区は地すべりにより宇佐川が河道閉塞し、それが決壊した場合、人的被害、市
町村道への被害が想定されることから、集中的に安全性を向上させる必要がある。 

 
 

３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 37億円 20億円 1.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠   
 【内訳】   被害防止便益：  37億円 

       残存価値  ： 0.01億円 
  

 【主な根拠】 人家数：103戸   
 市町村道：100ｍ   
�          重要公共施設：2施設   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元自治体から事業の推進に対する強い要望がある。 

 

 

103 2 - 有 39 二級水系 Ｈ24 - - 1 - - 明瞭 連続的 有 無 - - 有

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴

避難の実績
地すべり地
形の有無

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制



様式Ｃ 
   

 箇所名：成戸事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県美馬市穴吹町  
  ２）箇所名：成戸地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工 
 ４）総事業費：1.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する。  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家56戸や緊急輸送路である国道192号、JR

徳島線等が含まれており、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求める

要望が多い。道路事業と連携して事業を実施し、地域生活や経済に与える影響を軽

減する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 45億円 2.0億円 22.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：45.4億円 

       残存価値：0.01億円 

【主な根拠】 人家：56戸 

 

  重要公共施設：3施設  
 国道：470m 

市道：1,000m 

鉄道：470m   等 

 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

56 3 - 有 50 一級水系 - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：川瀬事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県美馬市穴吹町  
  ２）箇所名：川瀬地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工 
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家４戸や迂回路のない市道、一級河川穴吹

川等が含まれており、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求める要望

が多い。事業実施により、地域生活や経済に与える影響を軽減することができる。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.7億円 1.9億円 2.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4.7億円 

       残存価値：0.01億円 

【主な根拠】 人家：4戸 

 

  重要公共施設：1施設  
 市道：2,200m 等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

4 1 - - 379 一級水系 - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：吹事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県三好市井川町  
  ２）箇所名：吹地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工 
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家48戸や避難路である県道大利辻線、市道、

避難所、一級河川井内谷川等が含まれており、平成16年には豪雨による土砂災害も

発生したことから、地元から保全を求める要望が多い。道路事業と連携して事業を

実施し、地域生活や経済に与える影響を軽減する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 45億円 16億円 2.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：45.0億円 

       残存価値：0.05億円 

【主な根拠】 人家：48戸 

 

  重要公共施設：3施設  
 県道：700m 

市道：2,400m 

簡易浄水場：1箇所   等 

 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

48 3 - 有 1,400 一級水系 H16 - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：西浦事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県三好市井川町  
  ２）箇所名：西浦地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工、アンカー工 
 ４）総事業費：1.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家142戸や避難路である県道や市道、避難

所、一級河川井内谷川等が含まれており、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、

保全を求める要望が多い。道路事業と連携して事業を実施し、地域生活や経済に与

える影響を軽減する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 147億円 8.1億円 18.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：146.5億円 

       残存価値：0.04億円 

【主な根拠】 人家：142戸 

 

  重要公共施設：2施設  
 県道：2,400m 

市道：13,800m   等 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

142 2 - 有 370 一級水系 - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

災害発生の危険度
関連事業の有

無
地域の協力体制

災害情報の提
供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無人的被害

最大被災戸
数

重要公共的
施設の被災

防災活動の
実施状況

直近の災害
発生年

保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：柴川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県三好市山城町  
  ２）箇所名：柴川地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工 
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家12戸や避難路である市道や避難所、簡易

水道施設等が含まれており、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求め

る要望が多い。事業実施により、地域生活や経済に与える影響を軽減することがで

きる。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 13億円 5.4億円 2.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：12.7億円 

       残存価値：0.03億円 

【主な根拠】 人家：12戸 

 

  重要公共施設：2施設  
 市道：1,300m 

簡易水道施設：1箇所  等 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

12 2 - 有 200 一級水系 - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：柿の尾事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県三好市山城町  
  ２）箇所名：柿の尾地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工 
 ４）総事業費：0.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家10戸や緊急輸送路である国道32号や市道

等が含まれており、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求める要望が

多い。道路事業と連携して事業を実施し、地域生活や経済に与える影響を軽減する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9.7億円 3.4億円 2.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9.7億円 

       残存価値：0.02億円 

【主な根拠】 人家：10戸 

 

  重要公共施設：2施設  
 国道：30m 

市道：1,200m  等 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

10 2 - 有 600 一級水系 H3 - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：信正事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県三好市山城町  
  ２）箇所名：信正地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工 
 ４）総事業費：1.9億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家41戸や避難路である市道、一級河川銅山

川等が含まれており、平成30年7月豪雨に伴い土砂災害が発生したことから、地元

から保全を求める要望が多い。道路事業と連携して事業を実施し、地域生活や経済

に与える影響を軽減することができる。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 33億円 2.4億円 13.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：32.6億円 

残存価値：0.02億円 
 

 【主な根拠】 人家：41戸  
  重要公共施設：1施設  
 市道：2,200m  等  

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

41 1 - 有 530 一級水系 H30 - - 有 - 有 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：仏子事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県三好市山城町  
  ２）箇所名：仏子地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工、アンカー工 
 ４）総事業費：3.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家21戸や避難路である県道山城殿野線、市

道、一級河川仏子谷川等が含まれており、平成30年7月豪雨に伴い土砂災害が発生

したことから、地元から保全を求める要望が多い。事業実施により、地域生活や経

済に与える影響を軽減する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 17億円 8.0億円 2.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：16.5億円 

       残存価値：0.05億円 
 

 【主な根拠】 人家：21戸  
  重要公共施設：2施設 

 
 

 県道：850m 

市道：2,200m  等 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

21 2 - 有 1,000 一級水系 H30 - - 有 - 有 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：冥地事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県三好市西祖谷山村  
  ２）箇所名：冥地地区  
  ３）諸 元：地下水排除工、地表水排除工 
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全する  
  ２）必要性： 

・当該地すべり防止区域の被害想定には人家13戸や避難路である市道、一級河川祖谷

川等が含まれており、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求める要望

が多い。事業実施により、地域生活や経済に与える影響を軽減する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 12億円 3.4億円 3.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：12.0億円 

       残存価値：0.02億円 
 

 【主な根拠】 人家：13戸  
  重要公共施設：1施設 

 
 

 市道：2,000m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

13 1 - 有 363 一級水系 - - - - - - 明瞭 明瞭 有 - -
協力が得ら
れる

有

人的被害
最大被災戸

数
重要公共的
施設の被災

災害弱者施
設の被災

地すべりの
明瞭度

地すべりの
兆候

関連事業の
有無

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

危険箇所情
報等の公表
の有無

保全人家戸
数

重要公共的
施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

災害発生時の影響（想氾区域内）

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路

河川への流
入土砂量
（千m3）

河川の種別

 
  
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 

 



様式Ｃ 
   

 箇所名：芹谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県四国中央市川滝町領家  
  ２）箇所名：芹谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：2.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、四国中央市に位置する流域面積0.94km2の土石流危険渓流であり、被

害想定区域には、人家36戸、駐在所、公民館（指定避難所）、国道192号（緊急輸

送道路）等が存在する。流域内は荒廃し渓岸浸食も見られることから、集中豪雨時

に土石流が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 28億円 2.5億円 11.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：27.84億円 

       残存価値  ：0.16億円 
 

 【主な根拠】 人家：36戸    
 重要公共施設：3施設  
 国道：255m  
 市道：635m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

36 3 - 有 - - - - - - 不良 不良 7.4 未整備 - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：六塚川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県四国中央市中曽根町  
  ２）箇所名：六塚川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ 
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、四国中央市に位置する流域面積0.29km2の土石流危険渓流であり、被

害想定区域には、人家67戸、集会所、高速道路等が存在する。流域内は荒廃し渓岸

浸食も見られることから、集中豪雨時に土石流が発生する恐れがあるため、道路事

業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 51億円 1.9億円 26.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：50.89億円 

       残存価値  ：0.11億円 
 

 【主な根拠】 人家：67戸    
 重要公共施設：2施設  
 高速道路：25m  
 市道：750m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

67 2 - - - - - - - - 不良 不良 10.6 未整備 - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：大久保川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県今治市吉海町泊  
  ２）箇所名：大久保川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、今治市に位置する流域面積0.13km2の土石流危険渓流であり、被害想

定区域には、人家9戸、主要地方道大島環状線、市道等が存在する。平成30年７月

豪雨による土石流が発生した流域内は荒廃しており、集中豪雨時に土石流が発生す

る恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.4億円 3.1億円 2.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.20億円 

       残存価値  ：0.20億円 
 

 【主な根拠】 人家：9戸    
 重要公共施設：2施設  
 県道：125m  
 市道：162m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

9 2 - - Ｈ30
死者行方不
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2 - - 有 極めて不良 不良 11.0 低い - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：西国道川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県今治市伯方町有津  
  ２）箇所名：西国道川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、今治市に位置する流域面積0.067km2の土石流危険渓流であり、被害想

定区域には、人家131戸、伯方有津体育館（指定避難所）、国道317号（緊急輸送道

路）等が存在する。平成30年７月豪雨による土石流が発生した流域内は荒廃してお

り、集中豪雨時に土石流が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防

止施設の整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 102億円 3.1億円 32.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：101.76億円 

       残存価値  ： 0.24億円 
 

 【主な根拠】 人家：131戸    
 重要公共施設：2施設  
 国道：340m  
 市道：1,301m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

131 2 - 有 Ｈ30
死者行方不
明者あり

7 - - 有 極めて不良 不良 18.4 低い - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：隅谷川上川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県今治市伯方町伊方  
  ２）箇所名：隅谷川上川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：0.50億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、今治市に位置する流域面積0.10km2の土石流危険渓流であり、被害想

定区域には、人家46戸、集会所、歯科医院、主要地方道伯方島環状線等が存在する。

平成30年７月豪雨による土石流が発生した流域内は荒廃しており、集中豪雨時に土

石流が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要

である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 41億円 3.3億円 12.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：40.75億円 

       残存価値  ： 0.25億円 
 

 【主な根拠】 人家：46戸    
 重要公共施設：2施設  
 県道：320m  
 市道：795m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

46 2 一般 - Ｈ30 - 4 - - 有 極めて不良 不良 9.7 低い - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：大平川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県伊予市双海町高岸  
  ２）箇所名：大平川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、伊予市に位置する流域面積0.05km2の土石流危険渓流であり、被害想

定区域には、人家10戸、ＪＲ予讃線、国道378号（緊急輸送道路）等が存在する。

平成30年７月豪雨による土石流が発生した流域内は荒廃しており、集中豪雨時に土

石流が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要

である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 7.8億円 1.2億円 6.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.72億円 

       残存価値  ：0.08億円 
 

 【主な根拠】 人家：10戸    
 重要公共施設：2施設  
 国道：93m  
 ＪＲ：38m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

10 2 - - Ｈ30 - - - - 有 極めて不良 不良 16.3 未整備 - - - - 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災



様式Ｃ 
   

 箇所名：風呂の奥川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県伊予郡砥部町総津  
  ２）箇所名：風呂の奥川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ 
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、伊予郡砥部町に位置する流域面積0.06km2の土石流危険渓流であり、

被害想定区域には、人家5戸、集会所、国道379号（緊急輸送道路）等が存在する。

平成30年７月豪雨による土石流が発生した流域内は荒廃しており、集中豪雨時に土

石流が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要

である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 6.1億円 1.4億円 4.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：5.99億円 

       残存価値  ：0.11億円 
 

 【主な根拠】 人家：5戸    
 重要公共施設：1施設  
 国道：75m  等  
            
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

5 1 - - Ｈ30 - - - - 有 極めて不良 不良 15.1 未整備 - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：ドウノオク谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：上浮穴郡久万高原町露峰  
  ２）箇所名：ドウノオク谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、上浮穴郡久万高原町に位置する流域面積0.04km2の土石流危険渓流で

あり、被害想定区域には、人家13戸、小学校、幼稚園、診療所、集会所、駐在所、

国道380号（緊急輸送道路）等が存在する。流域内は荒廃し渓岸浸食も見られるこ

とから、集中豪雨時に土石流が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災

害防止施設の整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 28億円 1.7億円 17.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：27.89億円 

       残存価値  ： 0.11億円 
 

 【主な根拠】 人家：13戸    
 重要公共施設：5施設  
 国道：260m  
 県道：170m       等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。

13 5 一般 有 - - - - - - 不良 不良 19.0 未整備 - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：七津川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：喜多郡内子町中田渡  
  ２）箇所名：七津川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：2.8億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、喜多郡内子町に位置する流域面積0.57km2の土石流危険渓流であり、

被害想定区域には、人家14戸、集会所、国道379号（緊急輸送道路）等が存在する。

流域内は荒廃し渓岸浸食も見られることから、集中豪雨時に土石流が発生する恐れ

があるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 14億円 3.1億円 4.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：13.79億円 

       残存価値  ： 0.21億円 
 

 【主な根拠】 人家：14戸    
 重要公共施設：2施設  
 国道：80m 

 

 
 町道：160m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

14 2 - 有 - - - - - 有 極めて不良 不良 25.4 低い - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：畦屋東川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宇和島市吉田町白浦  
  ２）箇所名：畦屋東川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：2.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、宇和島市に位置する流域面積0.06km2の土石流危険渓流であり、被害

想定区域には、人家20戸、公民館、国道378号（緊急輸送道路）等が存在する。平

成30年７月豪雨による土石流が発生した流域内は荒廃しており、集中豪雨時に土石

流が発生する恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要で

ある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 18億円 2.5億円 7.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：17.82億円 

       残存価値  ： 0.18億円 
 

 【主な根拠】 人家：20戸    
 重要公共施設：2施設  
 国道：145m  
 市道：578m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

20 2 - - Ｈ30 - 2 - - 有 極めて不良 不良 4.0 未整備 - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：先新浜川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宇和島市吉田町白浦  
  ２）箇所名：先新浜川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

土石流等の土砂災害から下流部の人家、公共施設等を保全し、地域生活等や経済へ
の影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、宇和島市に位置する流域面積0.01km2の土石流危険渓流であり、被害

想定区域には、人家4戸、国道378号（緊急輸送道路）等が存在する。平成30年７月

豪雨による土石流が発生した流域内は荒廃しており、集中豪雨時に土石流が発生す

る恐れがあるため、道路事業と連携し土砂災害防止施設の整備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.4億円 3.3億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4.19億円 

       残存価値  ：0.21億円 
 

 【主な根拠】 人家：4戸    
 重要公共施設：2施設  
 国道：180m  
 市道：258m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

4 2 - - Ｈ30
死者行方不
明者あり

3 - - 有 極めて不良 不良 26.5 未整備 - - - - 有
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様式Ｃ 
   

 箇所名：御三戸北地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県上浮穴郡久万高原町上黒岩  
  ２）箇所名：御三戸北地区  
  ３）諸 元：擁壁工、法面工  
 ４）総事業費：1.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

急傾斜地崩壊対策の実施により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該箇所は、愛媛県中予の久万高原町に位置し、保全対象として人家8戸、要配慮

者利用施設、緊急輸送道路である国道33号、一般県道東川上黒岩線等を含む急傾斜

地である。斜面勾配は最大78°と急勾配で崩壊土層が厚く荒廃も進んでいることか

ら、今後の集中豪雨により斜面の更なる崩壊が起こる恐れが非常に強く、道路事業

と連携し早急な対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 13億円 1.5億円 8.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：12.994億円 

       残存価値  ：0.006億円 
 

 【主な根拠】 人家：8戸  
        重要公共施設：3施設  
 国道：20ｍ 

県道：220ｍ  等 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 擁壁工 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：河口東地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県上浮穴郡久万高原町有枝  
  ２）箇所名：河口東地区  
  ３）諸 元：擁壁工  
 ４）総事業費：1.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

急傾斜地崩壊対策の実施により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該箇所は、愛媛県中予の久万高原町に位置し、保全対象として人家13戸、緊急輸

送道路である国道33号、一般県道美川松山線等を含む急傾斜地である。斜面勾配は

最大57°と急勾配で崩壊土層が厚く荒廃も進んでいることから、今後の集中豪雨に

より斜面の更なる崩壊が起こる恐れが非常に強く、道路事業と連携し早急な対策が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 5.2億円 1.0億円 5.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：5.194億円 

       残存価値  ：0.006億円 
 

 【主な根拠】 人家：13戸  
        重要公共施設：2施設  
 国道：130ｍ 

県道：180ｍ  等 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 擁壁工 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：日浦下地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：高知県 長岡郡 大豊町 日浦  
  ２）箇所名：日浦下  
  ３）諸 元：アンカー工  
 ４）総事業費：5.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり対策工事を実施し安定を図ることにより人命、資産等を保全。  
  ２）必要性： 

・当該地区の地すべり活動は近年の降雨量の増大により移動量の活発化も懸念され、

地すべりによる河道閉塞の形成・決壊などにより家屋や公共施設等への甚大な被害

が予想される。このことから早期の地すべり対策工事が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 14億円 5.3億円 1.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：13.5億円 

       残存価値  ：0.02億円 
 

 【主な根拠】 人家：16戸  

 

 
 国道：510m 

 

 
 町道：1450m  
 河川：穴内川  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
         
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 

令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
    地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：菜切地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：高知県高知市春野町甲殿  
  ２）箇所名：菜切地区  
  ３）諸 元：主要施設：擁壁工  
 ４）総事業費：1.8億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

道路事業と連携し急傾斜地崩壊防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地
域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当地区は斜面のクラック及び転石があり、地元からの土砂災害に対する懸念が大き

く、保全を求める要望が多い地域である。土砂災害によって第２次緊急輸送路であ

る県道１４号の交通遮断が生じた場合、地区の避難体制や救助活動に支障をきたす

恐れがある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4.2億円 1.6億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4.2億円 

       残存価値：0.22億円 

 

 【主な根拠】 人家：11戸    
 県道：115m  
 町道：90m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：井窪地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：高知県長岡郡本山町井窪  
  ２）箇所名：井窪地区  
  ３）諸 元：主要施設：擁壁工  
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

道路事業と連携し、急傾斜地崩壊防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、
地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当地区は降雨時には背後斜面から湧水や落石が頻発し、不安な生活が続いており、

早期の対策を求める声が高まっていることから、当事業により人家、国道439号（緊

急輸送路）、避難場所の保全を柱とした整備を行う。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 3.5億円 1.3億円 2.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：3.5億円 

       残存価値：0.22億円 
 

 【主な根拠】 人家：3戸    
 重要公共施設：１施設  
 国道：71m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 北谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県築上郡上毛町東上  
  ２）箇所名：北谷川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：５．０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく流出土砂や流木が堆積している状

況にあり、下流域には人家３４戸、県道吉富本耶馬渓線などが存在しており、次期

出水により土石流が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、道路事業

と連携し対策を実施する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２６億円 ４．９億円 ５．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２５．４億円 

       残存価値  ：０．２億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：10.4ha  
 人家：３４戸  重要公共施設：２施設  
 県道：３５０m  
 県道：３０m     等    
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度 用地調査などに着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
     



様式Ｃ 
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 小川内川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県直方市上頓野  
  ２）箇所名：小川内川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２．７億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
２） 必要性： 
・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が著しく堆積し

ている状況にあり、下流域には人家４４戸、県道直方行橋線、一級河川遠賀川水系

近津川が存在しており、土石流等が発生した場合、被害は甚大なものと予想される

ため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３１億円 ３．１億円 ９．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３１億円 

       残存価値  ：０．１９億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：6.1ha   
 人家：４４戸  重要公共施設：１施設  
 県道：３００m      等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より用地測量に着手予定 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
 
 
 



様式Ｃ 
   

 下西山川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県筑紫野市山家  
  ２）箇所名：下西山川  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：１．９億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・本流域は、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積してい

る状況にあり、下流域には人家１９戸、ＪＲ筑豊本線、一級河川筑後川水系山家川

等が存在しており、次期出水により土石流等が発生した場合、被害は甚大なものと

予想されるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １９億円 ５．５億円 ３．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１８．４億円 

       残存価値  ：０．１０億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：8.0ha  
 人家：１９戸  重要公共施設：２施設  
 JR筑豊本線：２８２m  
 市道：１５４３m     等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に本堤工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
 
  



様式Ｃ 
  
 箇所名：七夕川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県久留米市田主丸町  
  ２）箇所名：七夕川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：３．８億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が著しく堆積し

ている状況にあり、下流域には人家１０４戸、県道浮羽草野久留米線、ＪＲ九大本

線等が存在しており、土石流が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、

道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １５１億円 ４．８億円 ３１．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１５０．３億円 

       残存価値  ：０．２３億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：30.4ha 人家：１０４戸    
 重要公共施設：４施設  
 県道：３００m  
 市道：３８５０m      等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より工事用道路に着手予定 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
 

   



様式Ｃ 
    

 九折川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県みやま市山川町  
  ２）箇所名：九折川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：１．１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家２８戸、県道飯江長田線（緊急輸送路）等が存在

しており、次期出水に土石流が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、

道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２９億円 ７．４億円 ３．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２９．２億円 

       残存価値  ：０．００億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：3.1ha  
 人家：２８戸  重要公共施設：２施設  
 県道：２０２m  
 市道：７１８m      等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

28 2 - 有 - - - - - - 不良 不良 4.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より渓流保全工に着手予定 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。    



様式Ｃ 
   

 ロクシ川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県八女市黒木町  
  ２）箇所名：ロクシ川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：１．２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本流域では、平成24年7月北部九州豪雨による土砂の流出により、人家や県道後川

内黒木線に被害が発生した。下流域には人家６戸、県道が存在しており、次期出水

により土石流が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、道路事業と連

携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９．２億円 ５．７億円 １．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９．０億円 

       残存価値  ：０．１７億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.0ha  
 人家：６戸  重要公共施設：１施設  
 県道：２００m      等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

6 1 - - H24 - 2 - - - 不良 不良 10.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より渓流保全工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
  



様式Ｃ 
   
 峯尾川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県八女市黒木町  
  ２）箇所名：峯尾川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：１．６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・当渓流は、平成24年7月北部九州豪雨により人家や県道後川内黒木線に被害が発生

した。上流域には流出土砂や流木が多く堆積している状況にあり、下流域には人家

４戸、県道、一級河川矢部川水系笠原川などが存在しており、次期出水により土石

流等が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、河川事業と連携し対策

を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １１億円 ６．３億円 １．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１０．８億円 

       残存価値  ：０．３３億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.4ha  
 人家：４戸  重要公共施設：２施設  
 県道：１８１m  
 市道：１９７m      等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

4 2 - - H24 - - - - - 不良 不良 10.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より渓流保全工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。     



様式Ｃ 
   

 南面里川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県那珂川市南面里  
  ２）箇所名：南面里川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：６．９億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家４３戸、市道、二級河川那珂川水系那珂川が存在

しており、次期出水により土石流等が発生した場合、被害は甚大なものになると予

想されるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５２億円 ２５億円 ２．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：５２．１億円 

       残存価値  ：０．０億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：17.6ha  
 人家：４３戸  重要公共施設：１施設  
 市道：１９７m   等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

43 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 9.0 低い - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より渓流保全工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
 
 



様式Ｃ 
   

 須田野川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県糸島市二丈一貴山  
  ２）箇所名：須田野川  
  ３）諸 元：渓流保全工  
 ４）総事業費：１．４億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当渓流は、平成17年7月の豪雨により人家や市道に被害が発生した。上流域には流

出土砂や流木が多数堆積している状況にあり、下流域には人家２２戸、市道、二級

河川一貴山川水系羅漢川が存在しており、次期出水により土石流等が発生した場合、

被害は甚大なものと予想されるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２６億円 ７．３億円 ３．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２６．７億円 

       残存価値  ：０．０億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：33.3ha  
 人家：２２戸  重要公共施設：１施設  
 市道：７３０m  
 公民館 １施設     等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

22 1 - 有 H17 - - - - - 不良 不良 5.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より渓流保全工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 

    



様式Ｃ 
   

 川原川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県糸島市川原  
  ２）箇所名：川原川  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：４．８億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家３０戸、県道福岡早良大野城線等が存在しており、

次期出水により土石流が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、道路

事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２２億円 ５．０億円 ４．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２２．０億円 

       残存価値  ：０．２９億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：13.3ha  
 人家：３０戸  重要公共施設：２施設  
 県道：３５０m  
 市道：１００m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

30 2 - - - - - - - - 不良 不良 9.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より用地買収に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
 



様式Ｃ 
    

 油山川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県福岡市早良区大字西油山  
  ２）箇所名：油山川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：３．４億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本留意域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積し

ている状況にあり、下流域には人家２９１戸、幼稚園、保育園、二級河川室見川水

系油山川などが存在しており、次期出水により土石流が発生した場合、被害は甚大

なものと予想されるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １９８億円 ３．８億円 ５１．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１９７．２億円 

       残存価値  ：０．４６億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：19.3ha  
 人家：２９１戸  重要公共施設：１施設  
 市道：４６４０m    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

291 1 一般 - - - - - - - 不良 不良 6.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より用地測量に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。  



様式Ｃ 
   

 四十川２事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県福岡市南区大字柏原  
  ２）箇所名：四十川２  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：１．６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家１７７戸、市道、二級河川樋井川水系四十川が存

在しており、次期出水により土石流等が発生した場合、被害は甚大なものと予想さ

れるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １２３億円 ２．７億円 ４５．７   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１２３．２億円 

       残存価値  ：０．２２億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：18.2ha  
 人家：１７７戸  重要公共施設：１施設  
 市道：１５００m   等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

177 1 - - - - - - - - 不良 不良 10.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より用地買収に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
  



様式Ｃ 
   

別所谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県行橋市入覚  
  ２）箇所名：別所谷川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：７．３億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本隆起では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家２８戸、県道苅田採銅所線などが存在しており、

次期出水により土石流が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、道路

事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２４億円 ７．６億円 ３．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２３．２億円 

       残存価値  ：０．４５億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：39.7ha  
 人家：２８戸  重要公共施設：１施設  
 県道：３３４m   等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

28 1 - - - - - - - - 不良 不良 21.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より用地測量に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
    



様式Ｃ 
   

 今宿谷川（３）事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県福岡市西区今宿上ノ原  
  ２）箇所名：今宿谷川（３）  
  ３）諸 元：堰堤工  
 ４）総事業費：２．０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家５８戸、市道、二級河川七寺川水系今宿谷川が存

在しており、次期出水により土石流等が発生した場合、被害は甚大なものと予想さ

れるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６４億円 ２．０億円 ３２．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６４．４億円 

       残存価値  ：０．０７億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：21.0ha  
 人家：５８戸  重要公共施設：１施設  
 市道：３３４m   等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

58 1 - - - - - - - - 不良 不良 12.0 低い - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より用地測量に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。   



様式Ｃ 
    

 奥田川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県北九州市門司区奥田２丁目  
  ２）箇所名：奥田川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２．９億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当渓流は、平成30年7月西日本豪雨により、人家や市道への土砂の流出が確認され

た。上流域には流出土砂や流木が多く堆積している状況にあり、下流域には人家１

１０戸、北九州都市高速、県道柄杓田大里線、二級河川大川水系大川が存在してお

り、次期出水により土石流等が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、

河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６９億円 ２．７億円 ２５．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６８．７億円 

       残存価値  ：０．１２億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：5.1ha  
 人家：１１０戸  重要公共施設：２施設  
 高速道路：２５５m  
 県道：２１１m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

110 2 - - H30 - - - - 有 不良 不良 23.5 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より地形測量に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民から早期着手、早期整備に対する要望がある。 



様式Ｃ 
    

 尾倉谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県京都郡苅田町尾倉  
  ２）箇所名：尾倉谷川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２．７億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本渓流では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家２１８戸、幼稚園、普通河川近衛川水系近衛川な

どが存在しており、次期出水により土石流等が発生した場合、被害は甚大なものに

なると予想されるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １４０億円 ２．９億円 ４７．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１３９．４億円 

       残存価値  ：０．２０億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：16.4ha  
 人家：２１８戸  災害時要配慮者施設：１施設  
 幼稚園 １施設    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

218 - 一般 - - - - - - - 不良 不良 12.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度より用地調査に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。  



様式Ｃ 
  
 提谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県京都郡苅田町提  
  ２）箇所名：提谷川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２．２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家１９９戸、県道須磨園南原曽根線、ＪＲ日豊本線

普通河川玉川水系玉川等が存在しており、次期出水により土石流等が発生した場合、

被害は甚大なものと予想されるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １４３億円 ２．６億円 ５４．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１４２．４億円 

       残存価値  ：０．１８億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：20.0ha  
 人家：１９９戸  重要公共施設：３施設  
 県道：２９６m  
 県道：３４０m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

199 3 - - - - - - - - 不良 不良 14.0 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施
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５．日程・手続き 
   令和２年度より用地買収に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 

   



様式Ｃ 
   

 志賀島川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県福岡市東区大字志賀島  
  ２）箇所名：志賀島川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２．７億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨などによる荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積して

いる状況にあり、下流域には人家２０戸、県道志賀島循環線等が存在しており、次

期出水により土石流が発生した場合、被害は甚大なものと予想されるため、道路事

業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２８億円 ３．７億円 ７．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２７．７億円 

       残存価値  ：０．２１億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：2.7ha  
 人家：２０戸  重要公共施設：２施設  
 県道：１８０m  
 小学校 １施設  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度より用地買収に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
    



様式Ｃ 
   

 本村川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県北九州市若松区小石本村町  
  ２）箇所名：本村川  
  ３）諸 元：堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２．１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から下流域の地域生活等や経済への影響の軽減を図る。 
  ２）必要性： 

・本流域では、過去の降雨による荒廃が著しく、流出土砂や流木が多く堆積している

状況にあり、下流域には人家２４５戸、中学校、普通河川ひびき川水系ひびき川が

存在しており、次期出水により、土石流等が発生した場合、被害は甚大なものと予

想されるため、河川事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １６０億円 ２．３億円 ７０．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１６０．０億円 

       残存価値  ：０．１１億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：14.6ha  
 人家：２４５戸  重要公共施設：２施設  
 市道：２０００m  
 中学校 １施設  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度より用地調査に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   近隣住民からの事業に対する反対意見はない。 
   



様式Ｃ 
  
 十籠地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県八女市星野村  
  ２）箇所名：十籠地区  
  ３）諸 元：集水井工  
 ４）総事業費：2.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経

済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、斜面に転石やクラックがあり、地元から土砂災害に対する懸念が大き

く、保全を求める要望が多い。地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、十籠

地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 402億円 101億円 4.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：402億円 

       残存価値：0.00億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：9.3ha  
 人家：246戸  重要公共施設：5施設  
 県道：1853m  
 市道：5470m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 



様式Ｃ 
    

 三社下地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県八女市立花町  
  ２）箇所名：三社下地区  
  ３）諸 元：集水井工  
 ４）総事業費：1.1億円 
 
２．目的及び必要性   

１） 目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経 
済への影響の軽減を図る。 

  
  ２）必要性： 

・当該地域は、斜面に段差地形や亀裂が確認されており、地元から土砂災害に対する

懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりによる河道閉塞の形成・決壊に

より、三社下地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 32億円 3.3億円 9.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：32億円 

       残存価値：0.00億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：5.9ha  
 人家：66戸  重要公共施設：2施設  
 県道：230m  
 市道：900m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 椎葉地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県八女市矢部村  
  ２）箇所名：椎葉地区  
  ３）諸 元：横ボーリング工  
 ４）総事業費：1.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や経

済への影響の軽減を図る。 
 
  ２）必要性： 

・当該地域は、斜面に段差地形や亀裂が確認されており、地元から土砂災害に対する

懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりにより人家や第2次緊急輸送路

である国道442号、市道への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 12億円 2.6億円 4.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：12億円 

       残存価値：0.00億円 
 

 【主な根拠】 人家：11戸    
 重要公共施設：1施設  
 国道：880m     等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
    

 柳原地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福岡県八女市星野村  
  ２）箇所名：柳原地区  
  ３）諸 元：抑止杭工  
 ４）総事業費：3.4億円 
 
２．目的及び必要性   

１） 目  的：地すべり防止施設を施工し、人命及び資産等を保全し、地域生活等や 
経済への影響の軽減を図る。 

  
  ２）必要性： 

・当該地域は、斜面に段差地形や亀裂が確認されており、地元から土砂災害に対する

懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりによる河道閉塞の形成・決壊に

より、柳原地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 40億円 10億円 4.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：40億円 

       残存価値：0.00億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：31.5ha  
 人家：189戸  重要公共施設：2施設  
 県道：660m  
 市道：1540m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
 

  
 井手口川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：佐賀県伊万里市  
  ２）箇所名：井手口川  
  ３）諸 元：砂防堰堤  
 ４）総事業費：1.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から人命・財産を守り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、渓流の荒廃・崩壊が見られ、河床には土砂が堆積しており近年の集中

豪雨により土石流災害発生の危険性がある。土砂災害が想定される区域内には、人

家11戸、県道（避難路）、市道などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。

このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害防止対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 16億円 5.7億円 2.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：16億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 人家    ：11戸  
 重要公共施設：2施設  
 県道    ：800m  
 市道    ：750m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 砂防堰堤に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から、早期整備に対する強い要望がある。



様式Ｃ 
 
    

 末瀬川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：佐賀県多久市  
  ２）箇所名：末瀬川  
  ３）諸 元：砂防堰堤、渓流保全工  
 ４）総事業費：1.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：土砂災害から人命・財産を守り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、渓流の荒廃・崩壊が見られ、河床には土砂が堆積しており近年の集中

豪雨により土石流災害発生の危険性がある。土砂災害が想定される区域内には、人

家５戸、県道（緊急輸送路）などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。

このことから道路事業と連携し、早期の土砂災害防止対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9.3億円 1.4億円 6.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9.2億円 

       残存価値  ：0.08億円 
 

 【主な根拠】 人家    ：5戸  
 重要公共施設：1施設  
 県道    ：200m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 管理用道路に着手予定 

 
６．関係者の意見 
   地元住民等から、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：矢の平川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県長崎市  
  ２）箇所名：矢の平川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：４．６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の
軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本流域は降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流であり、

地元から土砂災害に対する懸念が大きく保全を求める要望が多い。土石流により、

人家や避難路である唯一の生活道路である市道への被害が懸念される。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３１億円 ５．３億円 ５．９   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３０．７４億円 

       残存価値  ：０．２２億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：1.58ha  
 人家：４６戸    
 市道：３７９m   等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
   

 箇所名：下長瀬川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県大村市  
  ２）箇所名：下長瀬川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：６．５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の
軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・本流域は降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流であり、

地元から土砂災害に対する懸念が大きく保全を求める要望が多い。土石流により、

人家や1次緊急輸送路である国道444号、市道への被害が懸念される。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２１億円 ６．３億円 ３．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２０．８５億円 

       残存価値  ：０．４２億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：6.06ha  
 人家：２２戸  重要公共施設：１施設  
 国道：２６３m  
 市道：２８４m    等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：大野地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県佐世保市  
  ２）箇所名：大野地区  
  ３）諸 元：抑制工、抑止工  
 ４）総事業費：２．９億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当地区は降雨量の増大により地すべり活動の活発化が懸念され、地元から保全を求

める要望が多い。地すべりにより、人家や1次緊急輸送路である国道204号、市道へ

の被害が懸念されるため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １０８０億円 ２１億円 ５１．３   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１０７９．８億円 

       残存価値  ：０．００２億円 
 

 【主な根拠】 被害想定区域面積：151.29ha  
 人家：６８０戸    
 国道：６０２m  
 市道：４５００m   等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
  



様式Ｃ 
  
 箇所名：白井岳地区事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県松浦市  
  ２）箇所名：白井岳地区  
  ３）諸 元：抑制工、抑止工  
 ４）総事業費：２．２億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当地区は降雨量の増大により地すべり活動の活発化が懸念され、地元から保全を求

める要望が多い。地すべりにより、人家や唯一の生活道路である県道への被害が懸

念され、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６８億円 ３２億円 ２．２   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６８．１１億円 

       残存価値  ：０．０１４億円 
 

 【主な根拠】 被害想定区域面積：236.4ha  
 人家：５８戸    
 県道：１，３４１m  
 町道：４，３９４m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
  



様式Ｃ 
  
 箇所名：星鹿地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県松浦市  
  ２）箇所名：星鹿地区  
  ３）諸 元：抑制工、抑止工  
 ４）総事業費：２０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当地区は降雨量の増大により地すべり活動の活発化が懸念され、地元から保全を求

める要望が多い。地すべりにより、人家や唯一の生活道路である市道への被害が懸

念される。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６９億円 １７億円 ４．０   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６９．１８億円 

       残存価値  ：０．００３億円 
 

 【主な根拠】 被害想定区域面積：26.07ha  
 人家：９４戸    
 県道：５０６m  
 市道：１，５２１m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
  



様式Ｃ 
  
 箇所名：木浦原地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県佐世保市  
  ２）箇所名：木浦原地区  
  ３）諸 元：抑制工、抑止工  
 ４）総事業費：６．５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり対策施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影 
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当地区は降雨量の増大により地すべり活動の活発化が懸念され、地元から保全を求

める要望が多い。地すべりにより、人家や2次緊急輸送路である主要地方道佐世保

日野松浦線、市道への被害が懸念される。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
  ９．３億円 ６．２億円 １．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９．２６億円 

       残存価値  ：０．０５億円 
 

 【主な根拠】 被害想定区域面積：115.76ha  
 人家：６戸    
 県道：４００m  
 市道：８００m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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保全人家戸
数

重要公共的
施設

地すべりの
兆候

過去10年間の災害履歴
避難の実績

地すべり地
形の有無

関連事業の
有無災害弱者施

設の被災

地すべりの
明瞭度

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
   

 箇所名：本村川２大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県玉名市天水町  
  ２）箇所名：本村川２  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：5.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減 
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は近年の降雨等により渓流の荒廃が進行し、不安定土砂が堆積しており、

既設堰堤は満砂状態である。このため、今後の出水により、土砂・流木が流出し、

下流の人家及び道路等に被害を及ぼす恐れがある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １１３億円 ５．４億円 ２１．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：１１３億円 

       残存価値  ：０．３億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：29.8ha   
 人家：１１１戸   
 県道：７９０m  等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

111 2 - - S32 - - - - - 不良 - 16.4 低い - -
定期的に実

施
- 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 
 



様式Ｃ 
    

 箇所名：湯舟川大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県菊池市旭志  
  ２）箇所名：湯舟川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：3.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は近年の降雨等により渓流中流部に不安定土砂が堆積しており、谷止施設

は満砂状態である。このため、今後の出水により、土砂・流木が流出し、下流の人

家及び道路等に被害を及ぼす恐れがある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２１億円 １５億円 １．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２０億円 

       残存価値  ：０．５億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：7.6ha   
 人家：１６戸   
 事業所：１施設  
 市道：７００m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

16 1 重要 - H13 - - - - - 不良 - 10.3 低い - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
     

 箇所名：高根切川大規模特定砂防等事業 
  

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県阿蘇郡高森町高森  
  ２）箇所名：高根切川  
  ３）諸 元：堆積工、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流の上流域は荒廃及び渓流浸食が著しいが砂防堰堤等の砂防設備等の整備は

なされていない。このため、今後の出水により、土砂・流木が流出し、下流の人家

及び道路等に被害を及ぼす恐れがある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９．０億円 ６．５億円 １．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９．０億円 

       残存価値  ：０．１億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：42.3ha    
 人家：４５戸  
 国道：３００m  
 市道：１，９００m  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

45 2 - - - - - - - - 不良 - 8.3 低い - -
定期的に実

施
- 有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：牧の内川大規模特定砂防等事業 
  

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県水俣市陣内  
  ２）箇所名：牧の内川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：4.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、度重なる梅雨前線豪雨により、流域内では渓岸崩壊が多発し不安定土

砂が渓流内に堆積している。このため、今後の出水により、土砂・流木が流出し、

下流の人家及び道路等に被害を及ぼす恐れがある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７３億円 ４．４億円 １６．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７２億円 

       残存価値  ：０．３億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：25.0ha   
 人家：７７戸   
 市道：７５０m  等  
     
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

77 2 - - - - - - - - 不良 - 11.3 未整備 - -
定期的に実

施
- 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
    

 箇所名：新所川１大規模特定砂防等事業 
  

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県阿蘇郡南阿蘇村立野  
  ２）箇所名：新所川１  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：3.0億円 

 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流の上流域は平成28年熊本地震により発生した山腹崩壊により生産された土

砂が斜面に堆積している。このため、今後の出水により、土砂・流木が流出し、下

流の人家及び道路等に被害を及ぼす恐れがある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 １０億円 ６．７億円 １．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９．７億円 

       残存価値  ：０．７億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.2ha  
 人家：３戸  国道：３８０m 

 

 
 村道：１，５３０m  
 鉄道：７５０ｍ  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

3 3 - - H28 - - - - - 不良 - 18.4 低い - -
定期的に実

施
- 有

最大被災
戸数

重要公共的
施設の被災

危険箇所
情報等の
公表の有無

人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の
提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の
有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：敷川内川第一事業間連携砂防等事業 
  

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県八代市敷川内町  
  ２）箇所名：敷川内川第一  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、管理・付替道路工  
 ４）総事業費：1.6億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防設備の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影響の軽減
を図る。  

  ２）必要性： 
・当該渓流は、中生代白亜紀層の粘板岩で節理の発達により転石が多数点在し、荒廃

も著しいため不安定土砂が渓流内に堆積している。このため、今後の出水により、

土砂・転石・流木が流出し、下流の人家、国道3号（緊急輸送路）及び公共施設等

に被害を及ぼす恐れがあるため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ５６億円 ４．９億円 １１．６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：５６億円 

       残存価値  ：０．４億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：9.6ha  
 人家：６１戸  公民館：１施設  
 重要公共施設：１施設  
 道路：２，０８０ｍ 鉄道：３６０ｍ  等  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：川内田地区大規模特定砂防等事業 
  

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県上益城郡益城町福原  
  ２）箇所名：川内田地区  
  ３）諸 元：集水井工、横ボーリング工、抑止杭工  
 ４）総事業費：5.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべりを事前に防止し、地域住民の生命・財産を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、保全区域内に町道袴野福原線が横断しており、一級河川赤井川が存在

することから、一度地すべりが発生した場合、区域内の住家等に被害を与えるとと

もに、河川を閉塞し、流域に甚大な被害を及ぼす恐れがある。このことから早期の

地すべり防止対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２０億円 ５．３億円 ３．８   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２０億円 

       残存価値  ：０．０１億円 
 

 【主な根拠】 被害想定区域面積：１１．１８ha  
         主な保全対象：人家３２戸、町道、河川 等  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

32 1 - 有 71 一級水系 H28 - - - - - 明瞭 部分的 有 -
定期的に
実施

- 有

災害発生の危険度
関連事業の
有無

地域の協力体制
災害情報の
提供

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

要配慮者
利用施設

避難場所
避難路

河川への
流入土砂
量（千m3）

河川の種
別

災害発生時の影響（想氾区域内）

維持管理
の協力体
制

危険箇所
情報等の
公表の有
無

人的被害
最大被災
戸数

重要公共
的施設の

防災活動
の実施状
況

直近の災
害発生年

保全人家
戸数

重要公共
的施設

地すべり
の兆候
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：白谷地区大規模特定砂防等事業 
  

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県上益城郡山都町木原谷  
  ２）箇所名：白谷地区  
  ３）諸 元：地表水排水路工、横ボーリング工、鋼管杭工  
 ４）総事業費：6.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべりを事前に防止し、地域住民の生命・財産を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、保全区域内に県道清和砥用線が横断しており、一級河川白谷川が存在

することから、一度地すべりが発生した場合、区域内の住家等に被害を与えるとと

もに、河川を閉塞し、流域に甚大な被害を及ぼす恐れがある。このことから早期の

地すべり防止対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ７．９億円 ５．４億円 １．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：７．９億円 

       残存価値  ：０．０１億円 
 

 【主な根拠】 被害想定区域面積：１０５．２１ha  
         主な保全対象：人家１６戸、県道、河川 等  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

16 1 - - 12,000 一級水系 H29 - - - - - 明瞭 部分的 有 -
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的施設

地すべり
の兆候

過去10年間の災害履歴
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績

地すべり
地形の有
無

関連事業の
有無災害弱者

施設の被災

地すべり
の明瞭度

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：筒井地区大規模特定砂防等事業 
  

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県八代市泉町柿迫  
  ２）箇所名：筒井地区  
  ３）諸 元：集水井工、横ボーリング工、抑止杭工  
 ４）総事業費：1.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべりを事前に防止し、地域住民の生命・財産を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、保全区域内に主要地方道小川泉線が横断しており、二級河川氷川が存

在することから、一度地すべりが発生した場合、区域内の住家等に被害を与えると

ともに、河川を閉塞し、流域に甚大な被害を及ぼす恐れがある。このことから早期

の地すべり防止対策が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２７億円 ７．８億円 ３．５   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２７億円 

       残存価値  ：０．０１億円 
 

 【主な根拠】 被害想定区域面積：１６．１３ha  
         主な保全対象：人家６２戸、県道、河川、等  
   
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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地すべり
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５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：立平谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大分県杵築市大田沓掛  
  ２）箇所名：立平谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：０．６５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、
耕地、公共施設等を守り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域には住宅等があり保全対象として人家（６戸）がある。また、県道山香国
見線が存在している。 

・本渓流内には、渓岸浸食による多量の土砂や巨石が点在しており、流域の荒廃も進
行している。このため、次期出水期に土石流発生により、甚大な被害が想定された
め、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ４．３億円 １．７億円 ２．５  
      
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：４．３ 億円 

       残存価値  ：０．１３億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.2ha  
 人家： ６戸    
 重要公共施設：１施設  
 県道：１５０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 

 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：網代川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大分県津久見市大字網代  
  ２）箇所名：網代川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：０．４０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、
耕地、公共施設等を守り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域には住宅等があり保全対象として人家（４０戸）がある。また、国道217
号（緊急輸送路）、ＪＲ日豊本線が存在している。 

・本渓流内には、渓岸浸食による多量の土砂や巨石が点在しており、流域の荒廃も進
行している。このため、次期出水期に土石流発生により、甚大な被害が想定される
ため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２８億円 ３．４億円 ８．０   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２８億円 

       残存価値  ：０．２２億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.1ha  
 人家：４０戸  重要公共施設：２施設  
 国道：３１０m  
 ＪＲ：３１０m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 

 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：北平川事業間連携砂防等事業 

    
１．事業の概要  
  １）位  置：大分県豊後大野市朝地町綿田  
  ２）箇所名：北平川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：０．６５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、
耕地、公共施設等を守り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域には住宅等があり保全対象として人家（１１戸）がある。また、県道朝地
直入線が存在している。 

・本渓流内には、渓岸浸食による多量の土砂や巨石が点在しており、流域の荒廃も進
行している。このため、次期出水期に土石流発生により、甚大な被害が想定される
ため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ８．２億円 ２．６億円 ３．１   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：８．２ 億円 

       残存価値  ：０．１９億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：8.5ha  
 人家：１１戸  重要公共施設：１施設  
 県道：３１０m  等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 
  

 箇所名：平原下川事業間連携砂防等事業 

   
１．事業の概要  
  １）位  置：大分県中津市耶馬溪町大字大野  
  ２）箇所名：平原下川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：０．６５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、
耕地、公共施設等を守り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域には住宅等があり保全対象として人家（８戸）がある。また、県道豊前耶
馬溪線（緊急輸送路）が存在している。 

・本渓流内には、渓岸浸食による多量の土砂や巨石が点在しており、流域の荒廃も進
行している。このため、次期出水期に土石流発生により、甚大な被害が想定される
ため、道路事業と連携し対策を実施する。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６．２億円 ２．７億円 ２．３   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６．２ 億円 

       残存価値  ：０．２２億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.1ha  
 人家：８戸   重要公共施設：１施設  
 県道：２３０m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
  

 箇所名：板地川事業間連携砂防等事業 

   
１．事業の概要  
  １）位  置：大分県別府市大字南立石  
  ２）箇所名：板地川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工、渓流保全工  
 ４）総事業費：２．４億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、
耕地、公共施設等を守り、地域生活等や経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域には住宅等があり保全対象として人家（６３戸）がある。また、県道別府
一宮線が存在している。 

・本渓流内には、渓岸浸食による多量の土砂や巨石が点在しており、流域の荒廃も進
行している。このため、次期出水期に土石流発生により、甚大な被害が想定される。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ６０億円 ６．４億円 ９．４   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：６０億円 

       残存価値  ：０．５９億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：15ha  
 人家：６３戸  重要公共施設：１施設  
 県道：３００m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

70 7 一般 有 - - - - - - 不良 不良 4.0 未整備 - -
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 箇所名：高野谷川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県都城市高野町  
  ２）箇所名：高野谷川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：１.９億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により土石流から人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、１００年に一度の降雨（約135㎜/h）により土石流が発生した場合、

最大約１３.８ha、７０戸の家屋に土石流及び流木により被災する恐れがある。土

石流及び流木が想定される区域内には、避難路である主要地方道の都城霧島公園線

や市役所支所、病院などが存在し、被災時には甚大な被害が懸念され、道路事業と

連携し対策を実施する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ９２億円 ２.２億円 ４１.３   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：９１．９億円 

       残存価値  ：０.１億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：13.8ha  
 人家：７０戸  重要公共施設：７施設  
 県道：３１６m  
 市道：２１３９m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：瀬之口川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県都城市山田町  
  ２）箇所名：瀬之口川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：１.６億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤の施工により土石流から人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への
影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、１００年に一度の降雨（約104㎜/hr）により土石流が発生した場合、

最大約３.６ha、３戸の家屋に土石流及び流木により被災する恐れがある。土石流

及び流木が想定される区域内には、避難路である県道の牛之脛山田線や都城市道が

存在し、被災時には甚大な被害が懸念され、道路事業と連携し対策を実施する。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ３．９億円 ２.４億円 １.６   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：３．８億円 

       残存価値  ：０.１億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：3.6ha  
 人家：３戸  重要公共施設：３施設  
 県道：９３m  
 市道：３３m  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
    

 箇所名：大藪２地区大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県東臼杵郡椎葉村  
  ２）箇所名：大藪２地区  
  ３）諸 元：地すべり排土工  
 ４）総事業費：４．１億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

地すべり防止施設の施工により人命及び資産等を保全し、地域生活等や経済への影
響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、地すべりによる斜面崩壊や浸食が進んでおり、地元から土砂災害に対

する懸念が大きく、保全を求める要望が多い。地すべりによる斜面崩壊により、人

家や発電所設備、迂回路のない村道への被害が懸念される。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 ２１億円 ８．８億円 ２．３   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：２０．５億円 

       残存価値  ：０．０３億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：8.5ha  
 人家：８戸  重要公共施設：２施設  
 村道：２０４２m  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

14 1 一般 有 - - - - - - 不良 不良 9.5 低い - - -
協力が得ら

れる
有

防災活動の
実施状況

維持管理の
協力体制

災害発生時の影響（想氾区域内）

保全人家戸
数

重要公共的
施設

要配慮者利
用施設

避難場所避
難路 災害弱者施

設の被災

地形・
地質の
状況

植生の
状況

住宅宅地
開発の状況

左記以外の
事業計画の

有無

砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の

公表の有無
人的
被害

過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

  
 箇所名：宇都川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県薩摩川内市綱津地内  
  ２）箇所名：宇都川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：１．８億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤工等の施工により下流住民の生命・財産，国道等を保全し、地域生活等や
経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、流域の荒廃が著しく、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求める要

望が多い。今後の降雨等で土石流となって流下した場合には、人家や緊急輸送道路で

ある国道３号への被害が懸念されることから，道路事業と連携し早期の土砂災害防止が必要で

ある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 15億円 2.1億円 6.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：14.69億円 

       残存価値：0.14億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：1.9ha  
 人家：14戸  重要公共施設：1施設  
        国道：60m   市道：200m    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度 堰堤工を整備予定 
６．関係者の意見 
   地元自治体や住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

 



様式Ｃ 

12 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 18.4 低い - - -
協力が得ら

れる
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防災活動の
実施状況

維持管理の
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植生の
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左記以外の
事業計画の
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砂防設備
整備状況

平均渓床
勾配

危険箇所
情報等の
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人的
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過去の災害実績（過去１０ヶ年間） 災害発生の危険度 地域開発の程度 地域の協力体制
災害情報の

提供

直近の災害
発生年

過去10年間の災害履歴
避難の
実績最大被災

戸数
重要公共的
施設の被災

 
  
 箇所名：高峯川３事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県薩摩郡さつま町泊野地内  
  ２）箇所名：高峯川３  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：０．３５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤工等の施工により下流住民の生命・財産，国道等を保全し、地域生活等や
経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、流域の荒廃が著しく、地元から土砂災害に対する懸念が大きく、保全を求める要

望が多い。今後の降雨等で土石流となって流下した場合には、人家や緊急輸送道路で

ある国道５０４号、避難路である町道への被害が懸念されることから，道路事業と連携し早期の

土砂災害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 12億円 1.8億円 6.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11.48億円 

 残存価値：0.15億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：3.5ha  
 人家：12戸   重要公共施設：１施設  
 国道：210m   町道：450m    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 渓流保全工を整備予定 
 
６．関係者の意見 
   地元自治体や住民等から早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 

12 - - 有 - - - - - - 不良 不良 3.6 低い - - -
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 箇所名：川添川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県姶良郡湧水町川添地内  
  ２）箇所名：川添川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：３．０億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤工等の施工により下流住民の生命・財産，国道等を保全し、地域生活等や
経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、流域の荒廃が著しく、今後の降雨等で土石流となって流下した場合には、
地域住民に多大な被害を及ぼすとともに，国道 268 号（緊急輸送路）が交通寸断された場合は

地域の生活や経済に与える影響が大きいことから，道路事業と連携し早期の土砂災害防止が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 8.1億円 5.4億円 1.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：7.74億円 

       残存価値：0.31億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：4.1ha  
        人家：12戸  
        国道：210m   町道：260m    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 堰堤工を整備予定 
６．関係者の意見 
   地元自治体や住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

 

 



様式Ｃ 

441 14 一般 有 - - - - - - 不良 不良 3.0 低い - - -
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重要公共的
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 箇所名：霧島川事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県霧島市霧島田口地内  
  ２）箇所名：霧島川  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：４．５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤工等の施工により下流住民の生命・財産，県道等を保全し、地域生活等や
経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、平成 23 年１月以降の新燃岳噴火に伴い、降灰・噴石が山頂部に堆積し新

たな流出土砂の発生源となっている。このため，これらの土砂が今後の降雨等で土

石流となって流下した場合には、地域住民に多大な被害を及ぼすとともに，県道国分霧島

線（緊急輸送路）が交通寸断された場合は地域の生活や経済に与える影響が大きいことから，

道路事業と連携し早期の土砂災害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 357億円 9.7億円 36.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：355.9億円 

       残存価値：0.59億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：135ha  
 人家：441戸   重要公共施設：14施設  
 県道：5980m   市道：9738m    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

             
５．日程・手続き 
   令和２年度 堰堤工を整備予定 
６．関係者の意見 
   地元自治体や住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
 
 



様式Ｃ 

4 1 - 有 - - - - - - 不良 不良 14.0 低い - - -
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 箇所名：木場谷１事業間連携砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県姶良市北山地内  
  ２）箇所名：木場谷１  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：１．５億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤工等の施工により下流住民の生命・財産，県道等を保全し、地域生活等や
経済への影響の軽減を図る。 

  
  ２）必要性： 

・当該地域は、急な渓床勾配で浸食跡や大きな転石があり、今後の降雨等で土石流の発生が

懸念される。県道堂山宮之城線が交通寸断された場合は地域の生活や経済に与える影響

が大きいことから，道路事業と連携し早期の土砂災害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 6.3億円 1.6億円 4.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：6.19億円 

       残存価値：0.11円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：3.5ha  
 人家：4戸   重要公共施設：１施設  
 県道：150m   農道：180m    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 堰堤工を整備予定 
６．関係者の意見 
   地元自治体や住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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 箇所名：金ヶ迫１大規模特定砂防等事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県熊毛郡屋久島町口永良部島地内  
  ２）箇所名：金ヶ迫１  
  ３）諸 元：砂防堰堤工  
 ４）総事業費：９．８億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

砂防堰堤工等の施工により下流住民の生命・財産，町道等を保全し、地域生活等や
経済への影響の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は、急な渓床勾配で浸食跡や大きな転石があり、今後の降雨等で土石流の発生が

懸念される。交通寸断された場合は地域の生活や経済に与える影響が大きいことから，早期

の土砂災害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 12億円 7.9億円 1.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：11.35億円 

       残存価値  ：0.57億円 
 

 【主な根拠】 想定氾濫面積：1.2ha  
        人家：7戸  
        町道：113m   農道：246m    等  
   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 堰堤工を整備予定 
 
６．関係者の意見 
   地元自治体や住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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 箇所名：浜松五島海岸 海岸保全施設整備連携事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県浜松市南区松島町地先  
  ２）河川名：浜松五島海岸  
  ３）諸 元：養浜工Ｖ=37,500m3、突堤工L=117m  
 ４）総事業費：3.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：海岸環境及び利用に配慮した侵食対策として、突堤の設置、養浜を実施す

ることで、前浜の回復及び保全を図り、海岸堤防背後の安全を確保する。  
  ２）必要性： 

浜松五島海岸の海岸堤防背後には、密集した住宅地や西遠浄化センターなどが立
地しており、津波・高潮による浸水等、被災すれば甚大な影響が生じる。近年、一
級河川天竜川からの供給土砂減少等により、天竜川河口周辺の汀線が大きく後退し
ている。平成25年度には、汀線後退による砂浜の防護機能が低下したことにより越
波が生じ、海岸堤防背後の自転車道が被災した。このため、養浜と突堤の設置によ
り、砂浜を保全し、越波・浸水被害から海岸堤防背後の生命・財産を守る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 128.2億円 14.0億円 9.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：128.1億円 

       残存価値  ： 0.1億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減面積：45ha 

 
 

 浸水被害軽減戸数：79戸  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 ９月に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元住民等からなる遠州灘沿岸保全対策促進期成同盟会から継続的な養浜に対する

強い要望がある。 
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 箇所名：串本海岸 海岸保全施設整備連携事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：和歌山県 東牟婁郡 串本町  
  ２）海岸名：串本海岸  
  ３）諸 元：堤防（改良） Ｌ＝953ｍ、水門（新規） 1基  
 ４）総事業費：38億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：東海・東南海・南海３連動地震による津波から背後地の人命及び財産等を
   防護する。 
 
  ２）必要性：当地区の背後地は串本町の人口集積地域であり、西日本旅客鉄道紀勢本線、

第一次緊急輸送道路である国道42号などを抱えている。東海・東南海・南
海３連動地震による津波避難困難地域が存在しているため、地震による津
波の発生時に甚大な被害が発生することが懸念されている。このことから、
早期に避難困難地域を解消する必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 187億円 42億円 4.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   津波被害防止便益：186億円 

       残存価値  ：0.46億円 
 

  【主な根拠】 津波浸水被害軽減面積：24ha 
        津波浸水被害軽減戸数：359世帯 

 

           
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
５．日程・手続き 
  令和2年度 堤防の嵩上げ、耐震化等に着手予定 

   
６．関係者の意見 
   地元住民より、早期整備に対する強い要望がある。 
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